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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

１個人・団体、２市内・市外、３申込日、４申込月、５申込経
路、６委託対象の有無、７氏名・団体名、８フリガナ、９団体代
表者名、１０住所、１１電話番号、１２メールアドレス、１３書
類等送付先住所、１４書類等送付先氏名、１５送付先氏名のフリ
ガナ、１６送付先電話番号、１７寄附金額、１８寄附の使途先
①、１９寄附の使途先②、２０支払方法、２１納付書送付日・銀
行振込案内日、２２調定日、２３納付日、２４納付月、２５納付
確認、２６返礼品、２７返礼品の備考、２８お礼状等の発送日、
２９ワンストップ申請書の処理状況、３０返礼品の品代、３１返
礼品送料、３２返礼品経費の支出日、３３返礼品発注日、３４返
礼品時間指定、３５配送完了日、３６返礼品配送事業者、３７送
り状番号、３８サイト利用料、３９サイト利用料支出日、４０決
済手数料、４１決済手数料支出日、４２委託事業者支払経費①、
４３委託事業者経費支払日、４４寄附者への書類送付経費①、４
５寄附者への書類送付経費②、４６書類送付経費支払日

令和３年度に寄附申込をした者

本人

個人情報ファイル簿（単票）

令和３年度さいたま市『ふるさと応援』寄附実績簿

さいたま市長

財政局財政部財政課

さいたま市『ふるさと応援』寄附の支払事務や請求事務、寄附者
との連絡のために利用する。
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要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/006/
008/001/004/p079936.html

訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

無

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

―

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

個人情報ファイルの種別

関連する個人情報取扱事務の情報：全庁共通(事務番号５「寄附
の受入事務」

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588 さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―

―

―

法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

含まない

―

https://www.city.saitama.lg.jp/006/
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

１個人・団体、２市内・市外、３申込日、４申込月、５申込
経路、６委託対象の有無、７氏名・団体名、８フリガナ、９
団体代表者名、１０住所、１１電話番号、１２メールアドレ
ス、１３書類等送付先住所、１４書類等送付先氏名、１５送
付先氏名のフリガナ、１６送付先電話番号、１７寄附金額、
１８寄附の使途先①、１９寄附の使途先②、２０支払方法、
２１納付書送付日・銀行振込案内日、２２調定日、２３納付
日、２４納付月、２５納付確認、２６返礼品、２７返礼品の
備考、２８お礼状等の発送日、２９ワンストップ申請書の処
理状況、３０返礼品の品代、３１返礼品送料、３２返礼品経
費の支出日、３３返礼品発注日、３４返礼品時間指定、３５
配送完了日、３６返礼品配送事業者、３７送り状番号、３８
サイト利用料、３９サイト利用料支出日、４０決済手数料、
４１決済手数料支出日、４２委託事業者支払経費①、４３委
託事業者経費支払日、４４寄附者への書類送付経費①、４５
寄附者への書類送付経費②、４６書類送付経費支払日

令和４年度に寄附申込をした者

本人

個人情報ファイル簿（単票）

令和４年度さいたま市『ふるさと応援』寄附実績簿

さいたま市長

財政局財政部財政課

さいたま市『ふるさと応援』寄附の支払事務や請求事務、寄
附者との連絡のために利用する。
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要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

無

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

―

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

個人情報ファイルの種別

関連する個人情報取扱事務の情報：全庁共通(事務番号５「寄
附の受入事務」

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588 さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―

―

―

法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

含まない

―

https://www.city.saitama.lg.jp/0
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

―

個人情報ファイル簿（単票）

軽自動車税（種別割）賦課ファイル

さいたま市長

財政局税務部市民税課

軽自動車税（種別割）課税のために利用する。

別紙のとおり

さいたま市に主たる定置場が所在する軽自動車等を所有又は
使用する者

本人、（一社）全国軽自動車協会連合会、地方公共団体情報
システム機構

含む

―

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

https://www.city.saitama.lg.jp/0
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令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

有

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

―

―

関連する個人情報取扱事務の情報：市民税課（事務番号489
「軽自動車税賦課事務」）

個人情報ファイルの種別
法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―
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別紙 記録項目 
 
１更新年月日、２更新時刻、３更新職員番号、４更新端末ＩＤ、５更新アクセスコード、６
更新プログラムＩＤ、７前回更新年月日、８前回更新時刻、９前回更新職員番号、１０前回
更新端末ＩＤ、１１前回更新アクセスコード、１２前回更新プログラムＩＤ、１３排他フラ
グ、１４自治体識別コード、１５車両コード、１６車両履歴番号、１７レコード区分、１８
標識コード、１９標識記号、２０標識番号、２１車種コード、２２義務者宛名番号、２３所
有者宛名番号、２４使用者宛名番号、２５車名コード、２６車台番号、２７型式、２８年式、
２９原動機型式、３０排気量、３１定格出力、３２認定番号、３３課税区分、３４特例区分、
３５所有形態コード、３６登録理由コード、３７登録年月日、３８登録処理年月日、３９登
録処理支所コード、４０廃車理由コード、４１廃車年月日、４２廃車処理年月日、４３廃車
処理支所コード、４４標識回収区分、４５保留減免有無フラグ、４６自治体コード、４７定
置場区分、４８定置場自治体コード、４９定置場町名コード、５０定置場番地コード、５１
定置場枝番コード、５２定置場小枝番コード、５３定置場枝番３コード、５４定置場番地編
集区分、５５課税年度、５６賦課履歴番号、５７調定年度、５８通知書番号、５９課税状況
コード、６０賦課異動理由コード、６１賦課異動年月日、６２賦課異動処理年月日、６３税
率、６４減免額、６５年税額、６６通知税額、６７納期限区分、６８納期限、６９通知年月
日、７０通知書作成年月日、７１口座有無フラグ、７２納税組合番号、７３調定年月日、７
４予定決定区分、７５保留減免履歴番号、７６格納種別、７７申請年月日、７８開始理由コ
ード、７９開始年月日、８０開始処理年月日、８１開始処理支所コード、８２障害者宛名番
号、８３解除理由コード、８４解除年月日、８５解除処理年月日、８６解除処理支所コード、
８７特記情報、８８取込年月日、８９申告書連番、９０異動理由コード、９１異動年月日、
９２納税義務者区分、９３所有者氏名、９４使用者氏名、９５初度検査年月、９６旧標識コ
ード、９７旧標識記号、９８旧標識番号、９９処理済年月日、１００申告書区分、１０１処
理年月日、１０２処理時刻、１０３処理事由コード、１０４支所コード、１０５賦課異動フ
ラグ−現年、１０６賦課異動フラグ−過年、１０７保留減免開始フラグ、１０８保留減免解
除フラグ、１０９異動後データ、１１０異動前データ、１１１最新義務者宛名番号、１１２
納付状況コード、１１３有効年月日、１１４抹消フラグ、１１５連携年月日、１１６連携済
フラグ、１１７強制修正フラグ、１１８軽ＪＮＫＳデータ区分、１１９削除年度、１２０業
務種別コード、１２１履歴番号、１２２車両番号、１２３所有者住所町字コード、１２４所
有者住所具体名、１２５使用者住所町字コード、１２６使用者住所具体名、１２７定置場住
所町字コード、１２８定置場住所具体名、１２９交付年月日、１３０車名、１３１型式ＩＤ
文字、１３２原動機型式ＩＤ文字、１３３用途、１３４自家用事業用の別、１３５車体の形
状コード、１３６車体の形状、１３７総排気量又は定格出力、１３８燃料の種類コード、１
３９燃料の種類、１４０型式指定番号、１４１類別区分番号、１４２定員、１４３積載量、
１４４車両重量、１４５車両総重量、１４６長さ、１４７幅、１４８高さ、１４９前軸重、
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１５０後軸重、１５１有効期間の満了する日、１５２抹消状態表示文字、１５３届出年月日、
１５４排出ガス適合コード、１５５その他検査事項等コード、１５６Ｈ２７燃費達成情報コ
ード、１５７Ｈ３２燃費達成情報コード、１５８ＷＬＴＣモードＨ２７基準、１５９ＷＬＴ
ＣモードＨ３２基準、１６０重課判定情報、１６１軽課判定情報、１６２更新前車両番号、
１６３更新前標識コード、１６４更新前標識記号、１６５更新前標識番号、１６６更新前車
台番号、１６７更新前所有者氏名、１６８更新前所有者住所町字コード、１６９更新前所有
者住所具体名、１７０更新前使用者氏名、１７１更新前使用者住所町字コード、１７２更新
前使用者住所具体名、１７３更新前定置場住所町字コード、１７４更新前定置場住所具体名、
１７５更新前交付年月日、１７６更新前初度検査年月、１７７更新前車名コード、１７８更
新前車名、１７９更新前型式、１８０更新前型式ＩＤ文字、１８１更新前原動機型式、１８
２更新前原動機型式ＩＤ文字、１８３更新前用途、１８４更新前自家用事業用の別、１８５
更新前車体の形状コード、１８６更新前車体の形状、１８７更新前総排気量又は定格出力、
１８８更新前燃料の種類コード、１８９更新前燃料の種類、１９０更新前型式指定番号、１
９１更新前類別区分番号、１９２更新前定員、１９３更新前積載量、１９４更新前車両重量、
１９５更新前車両総重量、１９６更新前長さ、１９７更新前幅、１９８更新前高さ、１９９
更新前前軸重、２００更新前後軸重、２０１更新前有効期間の満了する日、２０２更新前抹
消状態表示文字、２０３更新前届出年月日、２０４更新前排出ガス適合コード、２０５更新
前その他検査事項等コード、２０６更新前Ｈ２７燃費達成情報コード、２０７更新前Ｈ３２
燃費達成情報コード、２０８更新前ＷＬＴＣモードＨ２７基準、２０９更新前ＷＬＴＣモー
ドＨ３２基準、２１０更新前重課判定情報、２１１更新前軽課判定情報、２１２所有者氏名
変更の有無、２１３使用者氏名変更の有無、２１４所有者住所変更の有無、２１５使用者住
所変更の有無、２１６使用の本拠の位置変更の有無、２１７センタＤＢレコード更新日付、
２１８対象情報の作成日、２１９宛名世帯番号、２２０宛名住民番号、２２１宛名個人法人
区分、２２２宛名個人法人詳細区分、２２３宛名通称名優先区分、２２４宛名カナ氏名、２
２５宛名カナ通称名、２２６宛名漢字氏名、２２７宛名漢字通称名、２２８宛名生年月日、
２２９宛名性別、２３０宛名続柄１、２３１宛名続柄２、２３２宛名続柄３、２３３宛名続
柄４、２３４宛名市内市外区分、２３５宛名市外住所コード、２３６宛名住所自治体コード、
２３７宛名住所町名コード、２３８宛名住所番地コード、２３９宛名住所枝番コード、２４
０宛名住所小枝番コード、２４１宛名住所枝番３コード、２４２宛名住所番地編集区分、２
４３宛名住所、２４４宛名方書、２４５宛名郵便番号、２４６宛名電話番号、２４７関連相
手先宛名番号、２４８関連最新宛名番号、２４９関連事由コード、２５０送付先区分、２５
１送付先個人法人区分、２５２送付先カナ氏名、２５３送付先検索カナ氏名、２５４送付先
カナ支店名、２５５送付先漢字氏名、２５６送付先検索漢字氏名、２５７送付先漢字支店名、
２５８送付先法人種別コード、２５９送付先法人種別位置区分、２６０送付先市内市外区分、
２６１送付先市外住所コード、２６２送付先住所自治体コード、２６３送付先住所町名コー
ド、２６４送付先住所番地コード、２６５送付先住所枝番コード、２６６送付先住所小枝番
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コード、２６７送付先住所枝番３コード、２６８送付先住所番地編集区分、２６９送付先住
所、２７０送付先方書、２７１送付先郵便番号、２７２送付先電話番号区分、２７３送付先
電話番号、２７４送付先電話番号内線、２７５送付先特宛人宛名番号、２７６口座自治体コ
ード、２７７口座税目コード、２７８口座車両コード、２７９口座口振種別、２８０口座履
歴番号、２８１口座納付種別、２８２口座クレジット区分、２８３口座金融機関コード、２
８４口座支店コード、２８５口座口座種別、２８６口座番号、２８７口座名義人カナ氏名、
２８８口座名義人漢字氏名、２８９口座本人区分、２９０口座申込日、２９１連絡先自治体
コード、２９２連絡先税目コード、２９３連絡先連番、２９４連絡先最優先区分、２９５連
絡先区分、２９６連絡先電話番号、２９７連絡先電話番号内線、２９８連絡先ＦＡＸ番号、
２９９特記連番、３００特記重要度区分、３０１特記登録自治体コード、３０２特記登録税
目コード、３０３特記情報 



4-4

様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

―

個人情報ファイル簿（単票）

個人営業届申請ファイル（大宮区）

さいたま市長

財政局税務部市民税課

税証明事務における個人の営業証明書を発行するために利用
する。

１受付番号、２自宅住所、３氏名、４ふりがな、５宛名番号、６自
宅電話番号、７事業所所在地、８屋号、９事業所電話番号、１０事
業の種類、１１事業の開始年月日、１２事業の廃業年月日、１３休
業期間、１４入力日、１５開業届出日、１６開業届出者、１７変更
届出日、１８変更届出者、１９廃業届出日、２０廃業届出者、２１
備考、２２その他特記事項

さいたま市大宮区に所在する事業所を有する者

本人

含まない

―

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

https://www.city.saitama.lg.jp/0
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令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

無

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

―

―

関連する個人情報取扱事務の情報：市民税課（事務番号278
「個人営業届受付事務」）

個人情報ファイルの種別
法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

個人情報ファイル簿（単票）

個人営業届申請ファイル（見沼区）

さいたま市長

財政局税務部市民税課

税証明事務における個人の営業証明書を発行するために利用
する。

１受付番号、２自宅住所、３氏名、４ふりがな、５宛名番号、６自
宅電話番号、７事業所所在地、８屋号、９事業所電話番号、１０事
業の種類、１１事業の開始年月日、１２事業の廃業年月日、１３休
業期間、１４入力日、１５開業届出日、１６開業届出者、１７変更
届出日、１８変更届出者、１９廃業届出日、２０廃業届出者、２１
備考、２２その他特記事項

さいたま市見沼区に所在する事業所を有する者

本人

含まない

―

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

https://www.city.saitama.lg.jp/0
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訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

無

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

―

―

関連する個人情報取扱事務の情報：市民税課（事務番号278
「個人営業届受付事務」）

個人情報ファイルの種別
法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―

―
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

個人情報ファイル簿（単票）

個人営業届申請ファイル（中央区）

さいたま市長

財政局税務部市民税課

税証明事務における個人の営業証明書を発行するために利用
する。

１受付番号、２自宅住所、３氏名、４ふりがな、５宛名番号、６自
宅電話番号、７事業所所在地、８屋号、９事業所電話番号、１０事
業の種類、１１事業の開始年月日、１２事業の廃業年月日、１３休
業期間、１４入力日、１５開業届出日、１６開業届出者、１７変更
届出日、１８変更届出者、１９廃業届出日、２０廃業届出者、２１
備考、２２その他特記事項

さいたま市中央区に所在する事業所を有する者

本人

含まない

―

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

https://www.city.saitama.lg.jp/0
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訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

無

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

―

―

関連する個人情報取扱事務の情報：市民税課（事務番号278
「個人営業届受付事務」）

個人情報ファイルの種別
法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―

―
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

個人情報ファイル簿（単票）

個人営業届申請ファイル（桜区）

さいたま市長

財政局税務部市民税課

税証明事務における個人の営業証明書を発行するために利用
する。

１受付番号、２自宅住所、３氏名、４ふりがな、５宛名番号、６自
宅電話番号、７事業所所在地、８屋号、９事業所電話番号、１０事
業の種類、１１事業の開始年月日、１２事業の廃業年月日、１３休
業期間、１４入力日、１５開業届出日、１６開業届出者、１７変更
届出日、１８変更届出者、１９廃業届出日、２０廃業届出者、２１
備考、２２その他特記事項

さいたま市桜区に所在する事業所を有する者

本人

含まない

―

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

https://www.city.saitama.lg.jp/0
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訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

無

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

―

―

―

関連する個人情報取扱事務の情報：市民税課（事務番号278
「個人営業届受付事務」）

個人情報ファイルの種別
法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

個人情報ファイル簿（単票）

個人営業届申請ファイル（浦和区）

さいたま市長

財政局税務部市民税課

税証明事務における個人の営業証明書を発行するために利用
する。

１受付番号、２自宅住所、３氏名、４ふりがな、５宛名番号、６自
宅電話番号、７事業所所在地、８屋号、９事業所電話番号、１０事
業の種類、１１事業の開始年月日、１２事業の廃業年月日、１３休
業期間、１４入力日、１５開業届出日、１６開業届出者、１７変更
届出日、１８変更届出者、１９廃業届出日、２０廃業届出者、２１
備考、２２その他特記事項

さいたま市浦和区に所在する事業所を有する者

本人

含まない

―

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

https://www.city.saitama.lg.jp/0
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訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

無

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

―

―

―

関連する個人情報取扱事務の情報：市民税課（事務番号278
「個人営業届受付事務」）

個人情報ファイルの種別
法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

個人情報ファイル簿（単票）

個人営業届申請ファイル（南区）

さいたま市長

財政局税務部市民税課

税証明事務における個人の営業証明書を発行するために利用
する。

１受付番号、２自宅住所、３氏名、４ふりがな、５宛名番号、６自
宅電話番号、７事業所所在地、８屋号、９事業所電話番号、１０事
業の種類、１１事業の開始年月日、１２事業の廃業年月日、１３休
業期間、１４入力日、１５開業届出日、１６開業届出者、１７変更
届出日、１８変更届出者、１９廃業届出日、２０廃業届出者、２１
備考、２２その他特記事項

さいたま市南区に所在する事業所を有する者

本人

含まない

―

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

https://www.city.saitama.lg.jp/0
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訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

無

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

―

―

―

関連する個人情報取扱事務の情報：市民税課（事務番号278
「個人営業届受付事務」）

個人情報ファイルの種別
法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

個人情報ファイル簿（単票）

個人営業届申請ファイル（緑区）

さいたま市長

財政局税務部市民税課

税証明事務における個人の営業証明書を発行するために利用
する。

１受付番号、２自宅住所、３氏名、４ふりがな、５宛名番号、６自
宅電話番号、７事業所所在地、８屋号、９事業所電話番号、１０事
業の種類、１１事業の開始年月日、１２事業の廃業年月日、１３休
業期間、１４入力日、１５開業届出日、１６開業届出者、１７変更
届出日、１８変更届出者、１９廃業届出日、２０廃業届出者、２１
備考、２２その他特記事項

さいたま市緑区に所在する事業所を有する者

本人

含まない

―

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

https://www.city.saitama.lg.jp/0
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訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

無

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

―

―

関連する個人情報取扱事務の情報：市民税課（事務番号278
「個人営業届受付事務」）

個人情報ファイルの種別
法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―

―
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

個人情報ファイル簿（単票）

個人営業届申請ファイル（岩槻区）

さいたま市長

財政局税務部市民税課

税証明事務における個人の営業証明書を発行するために利用
する。

１受付番号、２自宅住所、３氏名、４ふりがな、５宛名番号、６自
宅電話番号、７事業所所在地、８屋号、９事業所電話番号、１０事
業の種類、１１事業の開始年月日、１２事業の廃業年月日、１３休
業期間、１４入力日、１５開業届出日、１６開業届出者、１７変更
届出日、１８変更届出者、１９廃業届出日、２０廃業届出者、２１
備考、２２その他特記事項

さいたま市岩槻区に所在する事業所を有する者

本人

含まない

―

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

https://www.city.saitama.lg.jp/0
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訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

無

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

―

―

―

関連する個人情報取扱事務の情報：市民税課（事務番号278
「個人営業届受付事務」）

個人情報ファイルの種別
法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

個人情報ファイル簿（単票）

個人市・県民税賦課ファイル

さいたま市長

財政局税務部市民税課

個人市・県民税課税のために利用する。

別紙のとおり

さいたま市に住所を有する者

本人、給与支払者、年金支払者、国税庁、地方税共同機構

含む

（さいたま市の機関）
学事課、特別支援教育室、営業課
（さいたま市以外の機関）
浦和税務署、大宮税務署、春日部税務署、さいたま県税事務
所

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

https://www.city.saitama.lg.jp/0
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訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

有

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

―

―

関連する個人情報取扱事務の情報：市民税課（事務番号740
「課税資料の収集事務」、794「個人市県民税未申告調
査」、1176「個人市・県民税の賦課事務（普通徴収事
務）」）、法人課税課（事務番号731「個人市・県民税の賦
課事務（特別徴収事務）」）

個人情報ファイルの種別
法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―

―
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別紙 記録項目 
 
１更新年月日、２更新時刻、３更新職員番号、４更新端末ＩＤ、５更新アクセスコード、６
更新プログラムＩＤ、７前回更新年月日、８前回更新時刻、９前回更新職員番号、１０前回
更新端末ＩＤ、１１前回更新アクセスコード、１２前回更新プログラムＩＤ、１３削除フラ
グ、１４排他フラグ、１５自治体識別コード、１６課税年度、１７宛名番号、１８自治体コ
ード、１９履歴番号、２０世帯番号、２１続柄コード、２２生年月日、２３前年１２月３１
日年齢、２４本年１月１日年齢、２５性別コード、２６個人法人詳細区分、２７個人基本種
別コード、２８個人基本廃止理由コード、２９翌年廃止理由コード、３０前年死亡フラグ、
３１外字フラグ、３２通称名優先区分、３３在留の資格コード、３４在留期間開始日、３５
在留期間終了日、３６カナ氏名、３７検索カナ氏名、３８漢字氏名、３９カナ通称名、４０
漢字通称名、４１市内市外区分、４２市外住所コード、４３住所自治体コード、４４住所町
名コード、４５住所番地コード、４６住所枝番コード、４７住所小枝番コード、４８住所枝
番３コード、４９住所番地編集区分、５０住所、５１方書、５２宛名異動日、５３宛名異動
理由コード、５４住民日、５５住定日、５６消除日、５７納税者番号、５８本籍地、５９筆
頭者名、６０本人障害区分、６１生活扶助区分、６２個人基本寡フ区分、６３個人基本勤学
区分、６４無申告調査結果コード、６５無申告調査結果内容、６６特記コード、６７特記情
報、６８翌年申告書発送区分、６９住登地登録フラグ、７０生活扶助開始日、７１生活扶助
廃止日、７２無申告調査コード、７３住民税申告書通知日、７４催告通知書通知日、７５最
終催告通知書通知日、７６住登地市外住所コード、７７住登地住所、７８住登地方書、７９
基礎年金番号、８０基礎年金番号付設レベル、８１年金保険者番号、８２年金コード、８３
扶養関連者区分、８４扶養関連者種別コード、８５扶養関連者宛名番号、８６扶養関連者自
治体コード、８７扶養関連者状態区分、８８扶養関連者異動事由コード、８９否認理由コー
ド、９０専従者給与額、９１指定番号、９２収納指定番号、９３関連指定番号、９４総括表
区分、９５納入書区分、９６媒体区分、９７納期特例区分、９８納期特例開始年月、９９納
期特例終了年月、１００事業所廃止理由、１０１廃止年月日、１０２指定番号変更年月、１
０３収納指定番号変更年月、１０４普徴事業所区分、１０５特徴税額通知書出力区分、１０
６受取方法、１０７納税義務者用受取方法、１０８通知先アドレス、１０９通知先アドレス
更新日、１１０新年度媒体区分、１１１新年度受取方法、１１２新年度納税義務者用受取方
法、１１３新年度通知先アドレス、１１４新年度通知先アドレス更新日、１１５資料種別コ
ード、１１６総括表資料番号、１１７月別人数６月、１１８月別人数７月、１１９月別人数
８月、１２０月別人数９月、１２１月別人数１０月、１２２月別人数１１月、１２３月別人
数１２月、１２４月別人数１月、１２５月別人数２月、１２６月別人数３月、１２７月別人
数４月、１２８月別人数５月、１２９月割額６月、１３０月割額７月、１３１月割額８月、
１３２月割額９月、１３３月割額１０月、１３４月割額１１月、１３５月割額１２月、１３
６月割額１月、１３７月割額２月、１３８月割額３月、１３９月割額４月、１４０月割額５
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月、１４１バッチ締めフラグ、１４２宛名履歴番号、１４３最終個人番号、１４４指定予告
書出力区分、１４５個人番号、１４６従業員状態区分、１４７異動日、１４８登録区コード、
１４９資料番号、１５０資料廃止理由コード、１５１給報種別コード、１５２入力カナ氏名、
１５３入力生年月日、１５４入力西暦生年月日、１５５入力性別コード、１５６宛名付設コ
ード、１５７資料収入種別コード、１５８事業所家屋敷区分、１５９受給者番号、１６０控
配区分、１６１扶養親族−特定、１６２扶養親族−同居老親、１６３扶養親族−老人、１６
４扶養親族−他、１６５扶養障害−同居特障、１６６扶養障害−特別、１６７扶養障害−他、
１６８夫あり区分、１６９未成年者区分、１７０老年者区分、１７１寡フ区分、１７２勤労
学生区分、１７３均等割区分、１７４乙欄区分、１７５死亡退職区分、１７６災害者区分、
１７７外国人区分、１７８就職退職区分、１７９就職退職年月日、１８０年調未済区分、１
８１摘要欄、１８２配偶者氏名、１８３配偶者生年月日、１８４扶養親族、１８５扶養親族
生年月日、１８６扶養親族控除額、１８７専従者氏名、１８８専従者生年月日、１８９専従
者給与額、１９０確申青白区分、１９１専従配偶有無フラグ、１９２専従その他、１９３本
人専従区分、１９４特例適用条文コード、１９５徴収希望コード、１９６別居の控配扶養親
族フラグ、１９７事業税開廃業区分、１９８事業税開廃業年月日、１９９個人基本履歴番号、
２００併合結果徴収区分、２０１優先資料番号、２０２特徴優先資料番号、２０３資料併合
済フラグ、２０４特定居住損区分、２０５資料連絡箋出力対象フラグ、２０６資料連絡箋出
力理由コード、２０７エラーメッセージＩＤ、２０８警告メッセージＩＤ、２０９租税条約
区分、２１０住宅借入金等特定取得区分、２１１申告特例状態区分、２１２医療費特例控除
区分、２１３所得金額調整控除適用フラグ、２１４申告不要区分、２１５住宅借入金等取得
住宅区分、２１６退職手当有扶養親族等区分、２１７退職所得区分、２１８自動生成フラグ、
２１９オンバッチ区分、２２０所得控除件数、２２１住宅借入金等特別控除区分、２２２居
住開始年月日、２２３連番、２２４所得控除コード、２２５所得控除額、２２６徴収区分、
２２７課税区分、２２８特定扶養、２２９内同居老親、２３０老人扶養、２３１その他扶養、
２３２同居特別障害、２３３特別障害、２３４その他障害、２３５非課税コード、２３６所
得割非課税措置フラグ、２３７優先資料種別コード、２３８更正事由コード、２３９更正補
足コード、２４０更正事由強制メッセージ、２４１異動戻り先履歴番号、２４２減免理由コ
ード、２４３減免区分、２４４減免割合、２４５異動年月日、２４６開始月期、２４７済月
期、２４８事業所基本履歴番号、２４９事業所課税履歴番号、２５０特徴締めフラグ、２５
１普徴締めフラグ、２５２所得割調整フラグ、２５３平均課税適用フラグ、２５４外国税額
控除適用フラグ、２５５同居特障控配フラグ、２５６扶養関連者解除フラグ、２５７事業所
家屋敷課税区分、２５８元老非該当フラグ、２５９充当該当フラグ、２６０年度間減額措置
フラグ、２６１年金特徴対象フラグ、２６２申告書提出フラグ、２６３移行不整合フラグ、
２６４移行前履歴番号、２６５居住開始年月日、２６６住民税非課税コード、２６７森林環
境税免除理由コード、２６８月割額、２６９在籍指定番号、２７０在籍個人番号、２７１調
定年度、２７２期割実績フラグ、２７３期割額、２７４登録年度、２７５異動届課税年度、
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２７６給与支払額、２７７社会保険料額、２７８退職金額、２７９勤続年数、２８０届出日、
２８１賦課履歴番号、２８２特普区分、２８３確定フラグ、２８４期割充当額、２８５異動
メモ内容、２８６通知書番号、２８７証明年度、２８８発行自治体コード、２８９支所コー
ド、２９０証明書番号、２９１証明書区分、２９２使用目的区分、２９３宛先識別番号、２
９４資料履歴番号、２９５送付通知書区分、２９６個人送達履歴コード、２９７異動区分、
２９８通知書番号等、２９９出力履歴、３００通知日、３０１事業所履歴番号、３０２従業
員宛名番号、３０３事業所送達履歴コード、３０４扶養関連者賦課履歴番号、３０５扶養関
連者資料種別コード、３０６扶養関連者資料番号、３０７扶養関連者資料履歴番号、３０８
回数割実績フラグ、３０９回数割額、３１０年金特徴中止区分、３１１年金特徴済月、３１
２年金特徴管理更新フラグ、３１３年金特徴管理異動事由、３１４タイムスタンプ日付、３
１５タイムスタンプ時刻、３１６資料種別、３１７ＣＳＶファイル名、３１８ＸＭＬファイ
ル名、３１９利用者識別番号、３２０新年度用宛名番号、３２１郵便番号、３２２カナ住所、
３２３漢字住所、３２４年金保険者用整理番号２、３２５状態区分、３２６対象者通知区分、
３２７対象者通知受入処理日、３２８税額通知区分、３２９特徴依頼処理日、３３０特徴依
頼処理結果区分、３３１特徴依頼処理結果受入処理日、３３２停止依頼区分、３３３停止依
頼月、３３４停止依頼処理日、３３５停止依頼処理結果区分、３３６停止依頼結果受入処理
日、３３７回数割額、３３８特徴処理結果区分、３３９異動事由、３４０税額変更等依頼区
分、３４１税額変更等依頼処理日、３４２税額変更等依頼処理結果区分、３４３税額変更等
依頼結果受入処理日、３４４停止年月、３４５年金額、３４６納税者個人番号、３４７納税
者宛名番号、３４８納税者入力西暦生年月日、３４９納税者入力カナ氏名、３５０納税者入
力氏名、３５１納税者個人番号確認区分、３５２給与支払者番号、３５３納税者住基ＣＳ問
い合わせ区分、３５４控除対象配偶者個人番号、３５５控除対象配偶者宛名番号、３５６控
除対象配偶者入力西暦生年月日、３５７控除対象配偶者入力カナ氏名、３５８控除対象配偶
者入力氏名、３５９控除対象配偶者個人番号確認区分、３６０控除対象配偶者続柄、３６１
控除対象配偶者障害区分、３６２控除対象配偶者国外区分、３６３控除対象配偶者年調区分、
３６４控除対象配偶者別居区分、３６５扶養親族個人番号、３６６扶養親族宛名番号、３６
７扶養親族入力西暦生年月日、３６８扶養親族入力カナ氏名、３６９扶養親族入力氏名、３
７０扶養親族個人番号確認区分、３７１扶養親族続柄、３７２扶養親族障害区分、３７３扶
養親族国外区分、３７４扶養親族年調区分、３７５扶養親族別居区分、３７６扶養親族６区
分、３７７専従者個人番号、３７８専従者宛名番号、３７９専従者入力西暦生年月日、３８
０専従者入力カナ氏名、３８１専従者入力氏名、３８２専従者控除額、３８３専従者個人番
号確認区分、３８４所得金額調整個人番号、３８５所得金額調整宛名番号、３８６所得金額
調整入力西暦生年月日、３８７所得金額調整入力カナ氏名、３８８所得金額調整入力氏名、
３８９所得金額調整続柄、３９０所得金額調整障害区分、３９１所得金額調整別居区分、３
９２所得金額調整個人番号確認区分、３９３所得金額調整確認区分、３９４退職手当有個人
番号、３９５退職手当有宛名番号、３９６退職手当有入力西暦生年月日、３９７退職手当有
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入力カナ氏名、３９８退職手当有入力氏名、３９９退職手当有続柄、４００退職手当有合計
所得金額、４０１退職手当有障害区分、４０２退職手当有調整区分、４０３退職手当有寡フ
区分、４０４退職手当有個人番号確認区分、４０５退職手当有確認区分、４０６番号体系、
４０７統合宛名番号、４０８基幹系登録区分、４０９特定個人情報名コード、４１０データ
セット識別項目コード、４１１データセットレコードのキー、４１２版番号、４１３親デー
タセットレコードのキー、４１４確定時点、４１５修正日時、４１６公開開始日、４１７公
開終了日、４１８情報提供者部署コード、４１９情報提供者ユーザＩＤ、４２０総所得金額
等、４２１合計所得金額、４２２総所得金額、４２３給与所得額、４２４給与収入額、４２
５給与専従者収入額、４２６特定支出の額、４２７所得金額調整控除額、４２８雑所得額総
合、４２９公的年金等所得額、４３０公的年金等収入額、４３１公年以外総合課税、４３２
事業所得額、４３３営業等所得額、４３４農業所得額、４３５特例肉用牛所得額、４３６不
動産所得額、４３７利子所得額総合、４３８配当所得額総合、４３９譲渡所得額総合、４４
０総合長期譲渡特控前、４４１総合長期譲渡特控額、４４２総合短期譲渡特控前、４４３総
合短期譲渡特控額、４４４一時所得額総合、４４５山林所得額、４４６退職所得額総合、４
４７譲渡所得額分離、４４８分離長期譲渡特控前、４４９分離長期譲渡特控額、４５０分離
長期一般特控前、４５１分離長期一般特控額、４５２分離長期特定所得額、４５３分離長期
軽課特控前、４５４分離長期軽課特控額、４５５分離短期譲渡特控前、４５６分離短期譲渡
特控額、４５７分離短期一般特控前、４５８分離短期一般特控額、４５９分離短期軽減特控
前、４６０分離短期軽減特控額、４６１株式等譲渡所得額分離、４６２未公開株式等譲渡所
得、４６３上場株式等譲渡所得、４６４上場株式等配当等分離、４６５先物取引雑所得分離、
４６６条約適用利子等の額、４６７条約適用配当等の額、４６８特例適用利子等の額、４６
９特例適用配当等の額、４７０繰越控除額、４７１純損失繰越控除額、４７２居財譲渡損失
繰控額、４７３特居財譲渡損失繰控額、４７４上株等譲渡損失繰控額、４７５特株等譲渡損
失繰控額、４７６先物決済損失繰越控除額、４７７雑損失繰越控除額、４７８雑損控除額、
４７９医療費控除額、４８０小規模共済等掛金控除、４８１社会保険料控除額、４８２生命
保険料控除額、４８３地震保険料控除額、４８４配偶者特別控除額、４８５配偶者控除等、
４８６扶養控除、４８７一般、４８８特定、４８９老人、４９０同老、４９１１６歳未満扶
養者数、４９２障害者控除、４９３普障、４９４特障、４９５同特、４９６控除対象配偶者、
４９７控除対象障害者、４９８控除対象寡フ、４９９控除対象勤労学生、５００扶養控除対
象、５０１１６歳未満扶養親族、５０２専従者控除額、５０３所得控除合計額、５０４課税
所得額課税標準額、５０５市税額控除前所得割額、５０６市調整控除額、５０７市調整額、
５０８市町村住借金等特控額、５０９市住借金特控額移譲前、５１０市町村寄付金控除、５
１１市寄附金控除額移譲前、５１２市町村外国税控除額、５１３市町村配当控除額、５１４
市配当割譲渡割控除額、５１５市町村所得割額、５１６市所得割額移譲前、５１７市町村均
等割額、５１８都道府県所得割額、５１９都道府県均等割額、５２０居住用損失額、５２１
市町村所得割額減免前、５２２市町村均等割額減免前、５２３森林環境税額、５２４減免税
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額、５２５所得税確申提出有無、５２６住民税申告書提出有無、５２７住民登録外課税有無、
５２８住登外者課税地自治体、５２９市定額減税額、５３０市定額減税前所得割額、５３１
市所得割額移譲減税前、５３２県定額減税額、５３３県定額減税前所得割額、５３４連携対
象区分、５３５確認区分、５３６変更区分、５３７副本データ送信状態区分、５３８宛名世
帯番号、５３９宛名住民番号、５４０宛名個人法人区分、５４１宛名個人法人詳細区分、５
４２宛名通称名優先区分、５４３宛名カナ氏名、５４４宛名カナ通称名、５４５宛名漢字氏
名、５４６宛名漢字通称名、５４７宛名生年月日、５４８宛名性別、５４９宛名続柄１、５
５０宛名続柄２、５５１宛名続柄３、５５２宛名続柄４、５５３宛名市内市外区分、５５４
宛名市外住所コード、５５５宛名住所自治体コード、５５６宛名住所町名コード、５５７宛
名住所番地コード、５５８宛名住所枝番コード、５５９宛名住所小枝番コード、５６０宛名
住所枝番３コード、５６１宛名住所番地編集区分、５６２宛名住所、５６３宛名方書、５６
４宛名郵便番号、５６５宛名電話番号、５６６関連相手先宛名番号、５６７関連最新宛名番
号、５６８関連事由コード、５６９送付先区分、５７０送付先個人法人区分、５７１送付先
カナ氏名、５７２送付先検索カナ氏名、５７３送付先カナ支店名、５７４送付先漢字氏名、
５７５送付先検索漢字氏名、５７６送付先漢字支店名、５７７送付先法人種別コード、５７
８送付先法人種別位置区分、５７９送付先市内市外区分、５８０送付先市外住所コード、５
８１送付先住所自治体コード、５８２送付先住所町名コード、５８３送付先住所番地コード、
５８４送付先住所枝番コード、５８５送付先住所小枝番コード、５８６送付先住所枝番３コ
ード、５８７送付先住所番地編集区分、５８８送付先住所、５８９送付先方書、５９０送付
先郵便番号、５９１送付先電話番号区分、５９２送付先電話番号、５９３送付先電話番号内
線、５９４送付先特宛人宛名番号、５９５口座自治体コード、５９６口座税目コード、５９
７口座車両コード、５９８口座口振種別、５９９口座履歴番号、６００口座納付種別、６０
１口座クレジット区分、６０２口座金融機関コード、６０３口座支店コード、６０４口座口
座種別、６０５口座番号、６０６口座名義人カナ氏名、６０７口座名義人漢字氏名、６０８
口座本人区分、６０９口座申込日、６１０連絡先自治体コード、６１１連絡先税目コード、
６１２連絡先連番、６１３連絡先最優先区分、６１４連絡先区分、６１５連絡先電話番号、
６１６連絡先電話番号内線、６１７連絡先ＦＡＸ番号、６１８特記連番、６１９特記重要度
区分、６２０特記登録自治体コード、６２１特記登録税目コード、６２２特記情報 
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

個人情報ファイル簿（単票）

電子情報処理組織を利用する方法により行う所得・課税（非課税）
証明書・納税証明書交付申請者ファイル

さいたま市長

財政局税務部市民税課

電子情報処理組織を利用する方法により交付の請求を行う所
得・課税（非課税）証明書・納税証明書交付事務における証
明書の交付の可否を審査するために利用する。

別紙のとおり

電子情報処理組織を利用する方法により行う所得・課税（非
課税）証明書・納税証明書の交付申請をしたもの（令和３年
６月以後）
電子情報処理組織を使用する方法により交付の請求（番号法
第２条第７項に規定する個人番号カードを用いて電子署名を
行い、当該電子署名に係る電子証明書と併せてこれを市長等
の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録をして
請求するものを含む。）を行うことにより、申請内容（電子
署名を行うものにあっては、電子署名の内容を含む。）が市
長等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録さ
れる。

含む

―
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（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

有

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地

行政機関等匿名加工情報の概
要

作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

―

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

個人情報ファイルの種別

関連する個人情報取扱事務の情報：市民税課（事務番号1176
「個人市・県民税の賦課事務（普通徴収事務）」）、法人課
税課（事務番号731「個人市・県民税の賦課事務（特別徴収
事務）」）、収納対策課（事務番号955「市税収納事務」）

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―

―

―

法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

https://www.city.saitama.lg.jp/0
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別紙 記録項目 
 
１利用者 ID、２連絡先、３整理番号、４氏名/法人名、５様式 Ver、６様式 ID、７様式名、
８申込日時、９処理状況、１０備考、１１氏名、１２氏名(フリガナ)、１３生年月日、１４
現住所(郵便番号)、１５現住所(住所)、１６さいたま市在住時の住所、１７電話番号、１８
メールアドレス、１９使用目的、２０その他使用目的、２１証明者の名義人との関係、２２
証明書の名義人の氏名、２３証明の名義人のカナ氏名、２４証明書の名義人の生年月日、２
５取得したい証明書の種類、２６証明書の年度、２７請求枚数、２８車両標識番号、２９窓
口に証明書を取りに来られる方の氏名、３０窓口に証明書を取りに来られる方のカナ氏名、
３１現住所（窓口に証明書を取りに来られる方の郵便番号）、３２現住所（窓口に証明書を
取りに来られる方の住所）、３３窓口に証明書を取りに来られる方の電話番号、３４窓口に
証明書を取りに来られる方の生年月日、３５受取希望窓口、３６取引番号、３７店舗、３８
SHOPID、３９伝票番号、４０ステータス、４１承認日時、４２承認 IP、４３承認番号、
４４金額、４５支払方法、４６カード会社、４７カード番号、４８有効期限(月/年)、４９
カード名義、５０売上日時、５１売上 IP、５２売上確定日、５３売上送信日時、５４承認
取消日時、５５売上取消日時、５６備考、５７窓口に来られる方の顔写真付き本人確認書類
の画像データ、５８委任状の画像データ 
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

別紙のとおり

さいたま市内の固定資産を所有している納税義務者

実地調査、登記所（法務局）からの登記済通知書、本人からの固定
資産税関係書類（減免申請書、共有資産代表者変更届等）により収
集

含む

税務署、登記所（法務局）

個人情報ファイル簿（単票）

固定資産税・都市計画税（土地・家屋）管理情報

さいたま市長

財政局税務部固定資産税課

地方税法等の法令に従う以下の事務を行うために利用する。
(1)固定資産（土地・家屋）の評価
(2)土地・家屋課税台帳及び土地・家屋補充課税台帳の整備
(3)納税義務者の変更
(4)土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧、固定資産課税台帳の閲
覧
(5)当初賦課
(6)賦課決定
(7)証明書発行
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（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/
006/008/001/004/p079936.html

訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

有

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

ー

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

個人情報ファイルの種別

関連する個人情報取扱事務の情報：固定資産税課（事務番号
837「固定資産税課税台帳閲覧受付事務」、事務番号848「公
図の閲覧受付事務」、事務番号855「固定資産課税台帳縦覧
受付事務」、事務番号867「路線価公開図閲覧受付事務」、
事務番号871「家屋の固定資産税・都市計画税の賦課事
務」、事務番号879「土地の固定資産税・都市計画税の賦課
事務」、事務番号2125「台帳閲覧システム・電算データ利用
受付事務」）

該当

（名称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9586 さいたま市浦和区常盤6-4-4

ー

ー

ー

ー

法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

https://www.city.saitama.lg.jp/
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別紙 記録項目 
 
１自治体識別、２閉鎖区分、３課非区分、４自治体コード、５課税年度、６土地物件番号、
７物件所在地町丁、８物件所在地字、９物件所在地本番、１０物件所在地枝番１、１１物件
所在地枝番２、１２物件所在地枝番３、１３物件所在地枝番４、１４物件所在地分離、１５
物件所在地漢字、１６複合利用用地合算区分、１７画地番号、１８画地番号区分、１９画地
判定区分、２０分合筆元先区分、２１分合筆受付年月日、２２土地表示受付年月日、２３土
地表示原因年月日、２４土地表示変更区分、２５土地表示の目的、２６土地表示原因、２７
土地表示受付番号、２８登記地目、２９登記地積、３０土地権利受付年月日、３１土地権利
原因年月日、３２土地権利変更区分、３３土地権利の目的、３４土地権利原因、３５土地権
利受付番号、３６義務者宛名番号、３７義務者持分番号、３８義務者氏名、３９義務者住所、
４０個人法人区分、４１名義人宛名番号、４２名義人持分番号、４３名義人氏名、４４名義
人住所、４５所有者判定区分、４６農地区分、４７農地転用区分、４８農地転用目的、４９
農地転用条項区分、５０農地転用年月日、５１農地転用期限、５２標準地番号、５３比準割
合、５４一筆造成費、５５一筆造成費深さ、５６市街化区分、５７都市計画区分、５８市街
化適用年度、５９土地調査年月日、６０未調査区分、６１異動年月日、６２評価区分、 
６３評価方法区分、６４課税地目、６５課税地積、６６現況地積、６７現況原因事由、６８
敷地権判定区分、６９図面番号、７０仮換地番号、７１区画整理区分、７２農業用施設用地
区分、７３宅地比準区分、７４類似土地物件番号、７５水利組合詳細、７６水利組合開始年
度、７７水利組合終了年度、７８市街化編入年度区分、７９施行区域、８０土地非課税、８
１土地非課税開始年度、８２土地非課税終了年度、８３土地非課税適用区分、８４土地非課
税地積、８５土地特例、８６土地特例開始年度、８７土地特例終了年度、８８土地特例率分
子、８９土地特例率分母、９０土地特例適用区分、９１土地特例地積、９２土地軽減、９３
土地軽減開始年度、９４土地軽減終了年度、９５土地軽減率分子、９６土地軽減率分母、９
７土地軽減適用区分、９８土地軽減地積、９９土地減免、１００土地減免開始年度、１０１
土地減免開始期、１０２土地減免終了年度、１０３土地減免終了期、１０４土地減免率分子、
１０５土地減免率分母、１０６土地減免適用区分、１０７土地減免地積、１０８土地猶予免
除、１０９土地猶予免除開始年度、１１０土地猶予免除開始期、１１１土地猶予免除課税開
始期、１１２土地猶予免除終了年度、１１３土地猶予免除終了期、１１４土地猶予免除率分
子、１１５土地猶予免除率分母、１１６土地猶予免除適用区分、１１７土地猶予免除地積、
１１８使用制限階数区分、１１９地上阻害物補正率、１２０制限荷重、１２１地下阻害物補
正率、１２２高圧線下地積、１２３崖地地積、１２４都市計画施設用地地積、１２５都市計
画施設用地変更地積、１２６拡幅指定補正地積、１２７拡幅指定補正変更地積、１２８一筆
補正、１２９一筆補正枝番、１３０一筆補正開始年、１３１一筆補正終了年、１３２一筆補
正率、１３３追加一筆補正率有無、１３４前年度評価額、１３５一筆平米当り評点数、１３
６本年度評価額、１３７Ｓ３８農地単価、１３８Ｓ６３農地単価、１３９価格単位区分、１
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４０前年度価格、１４１本年度価格、１４２按分率、１４３地積強制入力、１４４小規模住
宅用地割合、１４５小規模地積、１４６小規外住宅用地割合、１４７小規外地積、１４８非
住宅割合、１４９非住宅地積、１５０固定小規模課標額評価額、１５１固定小規模課標額本
則、１５２固定小規模課標額前年度、１５３固定小規模課標額負担水準、１５４固定小規模
課標額負担調整率、１５５固定小規模課標額本年度、１５６固定小規模負担調整区分、１５
７固定小規模本則区分、１５８固定小規模課標額本年度特例前、１５９固定小規模類似土地
比準割合、１６０固定小規外課標額評価額、１６１固定小規外課標額本則、１６２固定小規
外課標額前年度、１６３固定小規外課標額負担水準、１６４固定小規外課標額負担調整率、
１６５固定小規外課標額本年度、１６６固定小規外負担調整区分、１６７固定小規外本則区
分、１６８固定小規外課標額本年度特例前、１６９固定小規外類似土地比準割合、１７０固
定非住宅課標額評価額、１７１固定非住宅課標額本則、１７２固定非住宅課標額前年度、１
７３固定非住宅課標額負担水準、１７４固定非住宅課標額負担調整率、１７５固定非住宅課
標額本年度、１７６固定非住宅負担調整区分、１７７固定非住宅本則区分、１７８固定非住
宅課標額本年度特例前、１７９固定非住宅類似土地比準割合、１８０固定非住宅課標額条例
前年度、１８１固定非住宅課標額条例本年度、１８２固定非住宅課標額条例本年度特例、１
８３固定非住宅条例類似土地比準割合、１８４固定課税標準額合計評価額、１８５固定課税
標準額合計本則、１８６固定課税標準額合計前年度、１８７固定課税標準額合計本年度、１
８８固定課税標準額合計本年度特例前、１８９固定特例課標額、１９０固定軽減課標額、１
９１固定軽減税額、１９２固定減免課標、１９３固定減免税額、１９４固定条例減税額、１
９５固定徴収猶予税額、１９６固定免除税額、１９７固定徴収猶予期別税額１期、１９８固
定徴収猶予期別税額２期、１９９固定徴収猶予期別税額３期、２００固定徴収猶予期別税額
４期、２０１固定決定徴収猶予税額、２０２固定相当算出税額、２０３都計小規模課標額評
価額、２０４都計小規模課標額本則、２０５都計小規模課標額前年度、２０６都計小規模課
標額負担水準、２０７都計小規模課標額負担調整率、２０８都計小規模課標額本年度、２０
９都計小規模負担調整区分、２１０都計小規模本則区分、２１１都計小規模課標額本年度特
例前、２１２都計小規模類似土地比準割合、２１３都計小規外課標額評価額、２１４都計小
規外課標額本則、２１５都計小規外課標額前年度、２１６都計小規外課標額負担水準、２１
７都計小規外課標額負担調整率、２１８都計小規外課標額本年度、２１９都計小規外負担調
整区分、２２０都計小規外本則区分、２２１都計小規外課標額本年度特例前、２２２都計小
規外類似土地比準割合、２２３都計非住宅課標額評価額、２２４都計非住宅課標額本則、２
２５都計非住宅課標額前年度、２２６都計非住宅課標額負担水準、２２７都計非住宅課標額
負担調整率、２２８都計非住宅課標額本年度、２２９都計非住宅負担調整区分、２３０都計
非住宅本則区分、２３１都計非住宅課標額本年度特例前、２３２都計非住宅類似土地比準割
合、２３３都計非住宅課標額条例前年度、２３４都計非住宅課標額条例本年度、２３５都計
非住宅課標額条例本年度特例、２３６都計非住宅条例類似土地比準割合、２３７都計課税標
準額合計評価額、２３８都計課税標準額合計本則、２３９都計課税標準額合計前年度、２４
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０都計課税標準額合計本年度、２４１都計課税標準額合計本年度特例前、２４２都計特例課
標額、２４３都計軽減課標額、２４４都計軽減税額、２４５都計減免課標、２４６都計減免
税額、２４７都計条例減税額、２４８都計徴収猶予税額、２４９都計免除税額、２５０都計
徴収猶予期別税額１期、２５１都計徴収猶予期別税額２期、２５２都計徴収猶予期別税額３
期、２５３都計徴収猶予期別税額４期、２５４都計決定徴収猶予税額、２５５都計相当算出
税額、２５６前年地目、２５７標準地区分、２５８画地住非区分、２５９画地住宅用地割合、
２６０画地住宅戸数、２６１区分所有氏名、２６２区分所有住所、２６３計算不整合、２６
４予備数字、２６５予備文字、２６６予備、２６７予備領域、２６８画地画地番号、２６９
画地画地番号区分、２７０画地構成区分、２７１画地評価区分、２７２画地評価方法区分、
２７３画地課税地目、２７４画地総地積、２７５図面上の地積、２７６平米当り評点数、２
７７控除前評点数、２７８画地筆数、２７９正面路線番号、２８０正面間口距離実測、２８
１正面奥行距離実測、２８２正面水路幅員、２８３正面低差、２８４正面高低差、２８５正
面その他補正率、２８６正面奥行価格逓減率、２８７正面間口狭小補正率、２８８正面奥行
長大補正率、２８９正面水路補正率、２９０正面低差補正率、２９１正面高低差補正率、２
９２正面評点数、２９３側方１路線番号、２９４側方１間口距離実測、２９５側方１奥行距
離実測、２９６側方１水路幅員、２９７側方１低差、２９８側方１高低差、２９９側方１そ
の他補正率、３００側方１奥行価格逓減率、３０１側方１間口狭小補正率、３０２側方１奥
行長大補正率、３０３側方１水路補正率、３０４側方１低差補正率、３０５側方１高低差補
正率、３０６側方１加算率、３０７側方１角地区分、３０８側方１評点数、３０９側方２路
線番号、３１０側方２間口距離実測、３１１側方２奥行距離実測、３１２側方２水路幅員、
３１３側方２低差、３１４側方２高低差、３１５側方２その他補正率、３１６側方２奥行価
格逓減率、３１７側方２間口狭小補正率、３１８側方２奥行長大補正率、３１９側方２水路
補正率、３２０側方２低差補正率、３２１側方２高低差補正率、３２２側方２加算率、３２
３側方２角地区分、３２４側方２評点数、３２５二方路線番号、３２６二方間口距離実測、
３２７二方奥行距離実測、３２８二方水路幅員、３２９二方低差、３３０二方高低差、３３
１二方その他補正率、３３２二方奥行価格逓減率、３３３二方間口狭小補正率、３３４二方
奥行長大補正率、３３５二方水路補正率、３３６二方低差補正率、３３７二方高低差補正率、
３３８二方加算率、３３９二方評点数、３４０不整形想定間口実測、３４１不整形想定奥行
実測、３４２想定整形地積、３４３蔭地割合、３４４不整形地補正率、３４５不整形地補正
率採用区分、３４６採用不整形地補正率、３４７無道路近い奥行実測、３４８通路開設補正
率、３４９無道路遠い奥行実測、３５０無道路奥行価格逓減率、３５１無道路地補正率、３
５２無道路補正率、３５３道路幅員実測、３５４道路幅員補正率、３５５道路条件補正率、
３５６広大地補正率、３５７宅地比準割合、３５８宅地比準割合、３５９私道適用、３６０
私道補正率、３６１鉄塔敷適用、３６２鉄塔敷補正率、３６３方位区分、３６４崖地総地積、
３６５崖地補正率、３６６高圧線下区分、３６７高圧線下総地積、３６８高圧線下補正率、
３６９決定認可区分、３７０都市計画施設用地計画決定年度、３７１都市計画施設用地総地



4-14 
 

 

積、３７２都市計画施設用地補正率、３７３都市計画施設用地計画変更年度、３７４都市計
画施設用地変更総地積、３７５都市計画施設用地変更補正率、３７６道路指定区分、３７７
拡幅指定補正決定年度、３７８拡幅指定補正総地積、３７９拡幅指定補正率、３８０変更道
路指定区分、３８１拡幅指定補正変更年度、３８２拡幅指定補正変更総地積、３８３拡幅指
定補正変更補正率、３８４奥行きＡ、３８５標準地比準方式区分、３８６面積補正率、３８
７造成費、３８８造成費採用区分、３８９画地補正、３９０画地補正枝番、３９１画地補正
開始年、３９２画地補正終了年、３９３画地補正率、３９４追加画地補正率有無、３９５非
住宅、３９６住非区分、３９７住宅用地割合、３９８住宅戸数、３９９家屋延床面積、４０
０家屋物件番号、４０１画地予備数字、４０２画地予備文字、４０３画地予備、４０４画地
予備領域、４０５一棟閉鎖区分、４０６自治体コード、４０７一棟家屋物件番号、４０８一
棟号番、４０９一棟室番、４１０家屋所在地町丁、４１１家屋所在地字、４１２家屋所在地
本番、４１３家屋所在地枝番１、４１４家屋所在地枝番２、４１５家屋所在地枝番３、４１
６家屋所在地枝番４、４１７家屋所在地外筆、４１８家屋所在地編集、４１９家屋所在地漢
字、４２０調査番号、４２１家屋一棟未登記区分、４２２家屋番号町丁、４２３家屋番号字、
４２４家屋番号本番、４２５家屋番号枝番１、４２６家屋番号枝番２、４２７家屋番号枝番
３、４２８家屋番号枝番４、４２９家屋番号編集、４３０家屋番号漢字、４３１棟番、４３
２建物名称、４３３該当階、４３４規約共用区分、４３５市街化区分、４３６都市計画区分、
４３７共用区分、４３８登記所在地町丁、４３９登記所在地字、４４０登記所在地本番、４
４１登記所在地枝番１、４４２登記所在地枝番２、４４３登記所在地枝番３、４４４登記所
在地枝番４、４４５登記所在地外筆、４４６登記所在地編集、４４７登記所在地漢字、４４
８記種類、４４９登記構造、４５０登記屋根、４５１登記階層地上、４５２登記階層地下、
４５３登記床面積一階、４５４登記床面積二階以上、４５５登記床面積地下、４５６登記延
床面積、４５７家屋表示変更区分、４５８家屋表示の目的、４５９家屋表示受付年月日、４
６０家屋表示原因、４６１家屋表示原因年月日、４６２家屋表示受付番号、４６３家屋権利
変更区分、４６４家屋権利の目的、４６５家屋権利受付年月日、４６６家屋権利原因、４６
７家屋権利原因年月日、４６８家屋権利受付番号、４６９義務者宛名番号、４７０義務者持
分番号、４７１義務者氏名、４７２義務者住所、４７３個人法人区分、４７４名義人宛名番
号、４７５名義人持分番号、４７６名義人氏名、４７７名義人住所、４７８所有者判定区分、
４７９一棟予備フラグ、４８０一棟予備数字、４８１一棟予備文字、４８２一棟予備領域、
４８３明細閉鎖区分、４８４課非区分、４８５明細家屋物件番号、４８６明細号番、４８７
明細室番、４８８明細番号、４８９主たる明細区分、４９０木非区分、４９１プレハブ区分、
４９２明細用途、４９３明細構造、４９４明細屋根、４９５明細種類、４９６明細階層地上、
４９７明細階層地下、４９８明細床面積一階、４９９明細床面積二階以上、５００明細床面
積地下、５０１明細延床面積、５０２住宅部分床面積、５０３非住宅部分床面積、５０４共
用部住宅床面積、５０５共用部非住宅床面積、５０６家屋非課税、５０７家屋非課税開始年
度、５０８家屋非課税終了年度、５０９家屋非課税適用区分、５１０家屋非課税床面積、５
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１１家屋特例、５１２家屋特例開始年度、５１３家屋特例終了年度、５１４家屋特例率分子、
５１５家屋特例率分母、５１６家屋特例適用区分、５１７家屋特例床面積、５１８家屋軽減、
５１９家屋軽減開始年度、５２０家屋軽減終了年度、５２１家屋軽減率分子、５２２家屋軽
減率分母、５２３家屋軽減適用区分、５２４家屋軽減床面積、５２５家屋軽減住宅戸数、５
２６家屋軽減切れフラグ、５２７家屋減免、５２８家屋減免開始年度、５２９家屋減免開始
期、５３０家屋減免終了年度、５３１家屋減免終了期、５３２家屋減免率分子、５３３家屋
減免率分母、５３４家屋減免適用区分、５３５家屋減免床面積、５３６当初平米当再建築費
評点数、５３７前基準年平米当再建築費評点数、５３８平米当再建築費評点数、５３９前基
準年再建築費評点数、５４０再建築費評点数、５４１前基準年評価額、５４２評価額、５４
３減価処置年度、５４４基準年理論評価額、５４５理論評価額、５４６前基準年上昇率、５
４７上昇率、５４８前基準年経年減点補正率、５４９経年減点補正率、５５０一点単価、５
５１積雪補正率、５５２損耗補正率、５５３需給補正率、５５４不均衡、５５５その他の補
正率、５５６家屋明細未登記区分、５５７未完成、５５８評価戸数、５５９分離課税区分、
５６０登記建築日、５６１建築年次、５６２建築事由、５６３調査年月日、５６４明細原因
事由、５６５明細原因年月日、５６６明細都市計画区分、５６７固定課税標準額、５６８都
計課税標準額、５６９固定特例課税標準額、５７０都計特例課税標準額、５７１固定軽減課
税標準額、５７２都計軽減課税標準額、５７３固定軽減税額、５７４都計軽減税額、５７５
固定減免課税標準額、５７６都計減免課税標準額、５７７固定減免税額、５７８都計減免税
額、５７９固定相当算出税額、５８０都計相当算出税額、５８１按分元家屋物件番号、５８
２按分元号番、５８３按分元室番、５８４規約共用分専有床面積合計、５８５規約共用分専
有床面積、５８６規約按分区分、５８７明細予備フラグ、５８８明細予備数字、５８９明細
予備文字、５９０明細予備領域 
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

別紙のとおり

さいたま市内の固定資産を所有している納税義務者

実地調査、本人からの固定資産税関係書類（償却資産申告
書、減免申請書等）により収集

含む

ー

個人情報ファイル簿（単票）

固定資産税（償却資産）管理情報

さいたま市長

財政局税務部固定資産税課

地方税法等の法令に従い、以下の事務を行うために利用す
る。
(1)固定資産（償却資産）の評価
(2)償却資産課税台帳の整備
(3)固定資産課税台帳の閲覧
(4)当初賦課
(5)賦課決定
(6)証明書発行
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（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

有

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

―

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

個人情報ファイルの種別

関連する個人情報取扱事務の情報：固定資産税課（事務番号
897「償却資産評価賦課事務」）

該当

（名称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9586 さいたま市浦和区常盤6-4-4

―

―

―

―

法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

https://www.city.saitama.lg.jp/0
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別紙 記録項目 
 
１自治体コード、２課税年度、３宛名番号、４個人法人区分、５履歴番号、６償却更正事由、
７償却更正年月日、８償却更正中フラグ、９屋号、１０合算区分、１１償却グループ番号、
１２業種種目、１３資本金、１４事業開始年月日、１５決算期、１６担当者氏名、１７担当
者電話番号、１８税理士宛名番号、１９税理士変更年月日、２０税理士氏名、２１税理士電
話番号、２２税理士住所、２３短縮年数資産有無、２４増加償却資産有無、２５非課税資産
有無、２６課税特例資産有無、２７特別償却圧縮記帳有無、２８償却方法、２９青色申告有
無、３０資産の所在地、３１事業所用家屋の所有区分、３２借用資産有無、３３申告書発送
番号、３４申告書発送年月日、３５申告書受付年月日、３６申告状況区分、３７申告区分、
３８申告書発送区分、３９催告状況、４０実地調査対象区分、４１分離課税区分、４２減免
資産有無、４３家屋除外分区分、４４地区コード、４５窓空住所、４６窓空氏名、４７削除
フラグ、４８前年度帳簿価額、４９前年度帳簿価額合計、５０前年度評価額、５１前年度評
価額合計、５２前年前取得価額、５３前年前取得価額合計、５４前年中減少価額、５５前年
中減少価額合計、５６前年中取得価額、５７前年中取得価額合計、５８取得価額、５９取得
価額合計、６０帳簿価額、６１帳簿価額合計、６２評価額、６３評価額合計、６４決定価格
区分、６５決定価格、６６決定価格合計、６７課税標準額、６８課税標準額合計、６９減免
相当帳簿価額、７０減免相当帳簿価額合計、７１減免相当評価額、７２減免相当評価額合計、
７３減免対象課評、７４減免対象課評合計、７５減免税額帳簿、７６減免税額帳簿合計、７
７減免税額評価、７８減免税額評価合計、７９減免税額、８０減免税額合計、８１特例減少
帳簿価額、８２特例減少帳簿価額合計、８３特例減少評価額、８４特例減少評価額合計、８
５特例減少課評、８６特例減少課評合計、８７免税点判定、８８明細数、８９明細数合計、
９０種類区分、９１資産名称、９２数量、９３増加事由、９４取得年月、９５取得特例日区
分、９６耐用年数、９７耐用年数変更、９８申告年度、９９償却特例コード、１００償却特
例率分子、１０１償却特例率分母、１０２償却特例開始年度、１０３償却特例終了年度、１
０４減少事由コード、１０５減少区分、１０６減少年月、１０７減少取得価額、１０８増加
償却率、１０９増加償却月、１１０陳腐化年度、１１１陳腐化耐用年数、１１２残存率帳簿、
１１３残存率評価、１１４本年度帳簿価額、１１５本年度評価額、１１６控除帳簿価額、１
１７控除評価額、１１８加算帳簿価額、１１９加算評価額、１２０課税標準帳簿価額、１２
１除評価額、１２２加算帳簿価額、１２３加算評価額、１２４課税標準帳簿価額、１２５課
税標準評価額、１２６帳簿価額限度額フラグ、１２７評価額限度額フラグ、１２８償却非課
税コード、１２９償却減免コード、１３０償却減免率分子、１３１償却減免率分母、１３２
償却減免開始年度、１３３償却減免開始期、１３４償却減免終了年度、１３５償却減免終了
期、１３６災害コード、１３７その他補正コード、１３８分離課税区分、１３９分離対象家
屋物件番号、１４０分離対象号番、１４１分離対象室番、１４２特例減免対象区分、１４３
償却強制修正区分、１４４課税保留区分、１４５予備数字、１４６予備文字、１４７予備フ
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ラグ、１４８予備領域 
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

別紙のとおり

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

納税義務者

本人

含まない

―

個人情報ファイル簿（単票）

市税収納事務ファイル

さいたま市長

財政局税務部収納対策課

未納者に対する督促状・催告書発送、収納事務（消込）、口
座振替事務、過誤納金の還付充当事務（請求に応じ、証明書
を交付することを含む。）のために利用する。

https://www.city.saitama.lg.jp/0
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訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

有

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

個人情報ファイルの種別

関連する個人情報取扱事務の情報：収納対策課（事務番号
955「市税収納事務」）

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―

―

―

法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

―
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別紙 記録項目 
 
１ＭＰＮ連動無フラグ、２ＯＣＲ情報１、３ＯＣＲ情報、４カナ金融機関名、５カナ支店名、
６コンビニバーコード、７コンビニ受付店コード、８コンビニ用自治体コード、９コンビニ
用自治体コードフラグ、１０ジョブＩＤ、１１データ識別コード、１２データ番号、１３デ
ータ部、１４パラメタＩＤ、１５パラメタコード、１６宛先識別番号、１７宛名番号、１８
異動延滞金、１９異動額合計、２０異動申告加算金、２１異動督促手数料、２２異動本税額、
２３移管年月日、２４一連番号、２５引抜済フラグ、２６英数字１、２７英数字２、２８英
数字３、２９延滞金仮消込額、３０延滞金過誤納額、３１延滞金過誤納処理中額、３２延滞
金計算日、３３延滞金減免区分、３４延滞金自動計算有無フラグ、３５延滞金執行日、３６
延滞金収入額、３７延滞金収入件数、３８延滞金調定額、３９延滞金通知額、４０延滞金督
促催告有無、４１延滞金納付額、４２延滞金分納額、４３延滞金補正区分、４４延滞金未納
額、４５延長申告期限、４６仮消込額、４７仮消込納付区分、４８仮消込有無フラグ、４９
加算金仮消込額、５０加算金計算始期、５１算金計算終期、５２加算金計算日数、５３加算
金収入額、５４加算金除算始期、５５加算金除算終期、５６加算金除算日数、５７加算金調
定額、５８加算金通知額、５９加算金通知書発行日、６０加算金納付額、６１加算金分納額、
６２課税状況コード、６３課税年度、６４課税年度フラグ、６５過誤納延滞金分、６６過誤
納還付加算金分、６７過誤納期別、６８過誤納金額、６９過誤納区分、７０過誤納子番、７
１過誤納状態区分、７２過誤納申告加算金分、７３過誤納督促手数料分、７４過誤納発生日、
７５過誤納番号、７６過誤納本税分、７７過年仮収入額、７８過年過誤納額、７９過年還付
済額、８０過年還付未済額、８１過年収入額、８２過年充当済額、８３過年調定額、８４過
年未納額、８５過納誤納区分、８６会計年度、８７回数、８８開始期、８９確定申告期限、
９０確定申告受付日、９１確定申告日、９２確認前領収日、９３確認番号、９４括束番号、
９５括束連番、９６完納日、９７漢字１、９８漢字２、９９漢字３、１００管理子番、１０
１管理番号、１０２還付延滞金加算金、１０３還付加算金、１０４還付加算金計算区分、１
０５還付金額、１０６還付元宛名番号、１０７還付元延滞金分、１０８還付元課税年度、１
０９還付元期別、１１０還付元月別、１１１還付元事業年度開始日、１１２還付元消込子番、
１１３還付元申告加算金分、１１４還付元申告区分、１１５還付元申告連番、１１６還付元
税目コード、１１７還付元調定年度、１１８還付元通知書番号、１１９還付元督促手数料分、
１２０還付元本税分、１２１還付支払自治体コード、１２２還付支払日、１２３還付支払予
定日、１２４還付時効日、１２５還付充当通知書発行日、１２６還付充当停止区分、１２７
還付請求日、１２８還付先宛名番号、１２９還付方法、１３０還付本税加算金、１３１還付
理由自由入力、１３２期月、１３３期月フラグ、１３４期別、１３５機械処理時刻、１３６
機械処理日、１３７記号番号、１３８記事宛名番号、１３９記事作成日、１４０記事番号、
１４１記事連番、１４２旧課税年度、１４３旧期別、１４４旧事業年度開始日、１４５旧事
業年度終了日、１４６旧申告区分、１４７旧申告連番、１４８旧税目コード、１４９旧調定
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年度、１５０旧通知書番号、１５１共有宛名番号、１５２強制作成フラグ、１５３金種コー
ド、１５４金融機関コード、１５５金融機関名、１５６繰越年度、１５７決裁書発行日、１
５８決裁書発付日、１５９決裁書番号、１６０決裁日、１６１決算処理待区分、１６２月計
終了年月、１６３月別、１６４減免日、１６５現年仮収入額、１６６現年過誤納額、１６７
現年還付済額、１６８現年還付未済額、１６９現年催告書停止区分、１７０現年収入額、１
７１現年充当済額、１７２現年滞繰区分、１７３現年調定額、１７４現年度、１７５現年年
度繰越日、１７６現年年度末日、１７７現年未納額、１７８個人基本種別コード、１７９公
示フラグ、１８０公示日、１８１公示入力日、１８２口座還付作成日、１８３口座種別、１
８４口座振替区分、１８５口座振替日、１８６口座停止税目コード０１、１８７口座停止税
目コード０２、１８８口座停止税目コード０３、１８９口座停止税目コード０４、１９０口
座停止税目コード０５、１９１口座停止税目コード０６、１９２口座停止税目コード０７、
１９３口座停止税目コード０８、１９４口座停止税目コード０９、１９５口座停止税目コー
ド１０、１９６口座番号、１９７口座名義人カナ、１９８口座名義人漢字、１９９口振不能
回数、２００口振不能理由コード、２０１控除不足口座還付作成日、２０２控除不足発生事
由コード、２０３更新アクセスコード、２０４更新プログラムＩＤ、２０５更新時刻、２０
６更新職員番号、２０７更新前催告書発行日、２０８更新前催告納期、２０９更新端末ＩＤ、
２１０更新年月日、２１１更正決定通知日、２１２更正元課税年度、２１３更正元事業年度
開始日、２１４更正元収納異動連番、２１５更正元申告区分、２１６更正元申告年月日、２
１７更正元申告連番、２１８更正元調定年度、２１９更正元通知書番号、２２０更正後延滞
金調定額、２２１更正後控除不足額、２２２更正後申告加算金調定額、２２３更正後滞繰本
税調定額、２２４更正後調定年月、２２５更正後督促手数料調定額、２２６更正後内訳調定
額１、２２７更正後内訳調定額２、２２８更正後内訳調定額３、２２９更正後内訳調定額４、
２３０更正後内訳調定額５、２３１更正後内訳調定額６、２３２更正後本税調定額、２３３
更正事由コード、２３４更正請求日、２３５更正前控除不足額、２３６更正前滞繰本税調定
額、２３７更正日、２３８国保記号番号、２３９国保徴収区分、２４０国保内訳区分、２４
１差替前確認番号、２４２差替前納付番号、２４３催告書発行日、２４４催告納期、２４５
最終更正日、２４６最終支払日、２４７最終収入日、２４８最終消込公金日、２４９最終消
込処理日、２５０最終調定本税、２５１最終領収日、２５２歳出還付支払日、２５３歳入還
付支払日、２５４歳入歳出区分、２５５歳入年度、２５６削除フラグ、２５７削除時刻、２
５８削除日、２５９子番、２６０市県現年按分率、２６１市県滞繰按分率、２６２指定納期
限、２６３指定番号、２６４支店コード、２６５支店名、２６６支払区分、２６７支払済報
奨金、２６８支払済報奨金予備、２６９支払場所、２７０支払人、２７１支払予定額、２７
２支払予定日、２７３死亡有無、２７４事業年度開始日、２７５事業年度開始日フラグ、２
７６事業年度終了日、２７７時効予定日、２７８自治体コード、２７９自治体識別コード、
２８０自動処理フラグ、２８１自由カラム１、２８２自由カラム２、２８３自由カラム３、
２８４識別番号、２８５車検有無フラグ、２８６車種コード、２８７車両コード、２８８車
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両履歴番号、２８９取扱期限、２９０取消区分、２９１取消日、２９２取戻額、２９３取戻
子番、２９４取戻状態区分、２９５取戻発生日、２９６受付年月日、２９７授命年月日、２
９８収入額、２９９収入総本税、３００収入日、３０１収入日フラグ、３０２収納異動連番、
３０３収納更正元子番、３０４収納更正日、３０５収納種別、３０６収納種別フラグ、３０
７修正区分、３０８修正前宛名番号、３０９修正前課税年度、３１０修正前回数、３１１修
正前確認番号、３１２修正前括束番号、３１３修正前括束連番、３１４修正前期月、３１５
修正前子番、３１６修正前事業年度開始日、３１７修正前自治体コード、３１８修正前収入
日、３１９修正前収納種別、３２０修正前消込延滞金、３２１修正前消込金額、３２２修正
前消込申告加算金、３２３修正前消込退職税額、３２４修正前消込督促手数料、３２５修正
前消込報奨金、３２６修正前消込本税額、３２７修正前申告区分、３２８修正前申告連番、
３２９修正前税目コード、３３０修正前調書番号、３３１修正前調定年度、３３２修正前通
知書番号、３３３修正前年金保険者コード、３３４修正前納付区分、３３５修正前納付書種
類、３３６修正前納付番号、３３７修正前領収日、３３８終了期、３３９集計区分、３４０
集計月、３４１集計年月、３４２充当延滞金加算金、３４３充当加算金、３４４充当金額、
３４５充当元宛名番号、３４６充当元延滞金分、３４７充当元課税年度、３４８充当元期別、
３４９充当元月別、３５０充当元事業年度開始日、３５１充当元消込子番、３５２充当元申
告加算金分、３５３充当元申告区分、３５４充当元申告連番、３５５充当元税目コード、３
５６充当元調定年度、３５７充当元通知書番号、３５８充当元督促手数料分、３５９充当元
本税分、３６０充当子番、３６１充当執行日、３６２充当処理日、３６３充当先宛名番号、
３６４充当先延滞金分、３６５充当先課税年度、３６６充当先期別、３６７充当先月別、３
６８充当先事業年度開始日、３６９充当先消込子番、３７０充当先申告加算金分、３７１充
当先申告区分、３７２充当先申告連番、３７３充当先税目コード、３７４充当先調定年度、
３７５充当先通知書番号、３７６充当先督促手数料分、３７７充当先納期限、３７８充当先
本税分、３７９充当先未納延滞金分、３８０充当先未納申告加算金分、３８１充当先未納督
促手数料分、３８２充当先未納本税分、３８３充当本税加算金、３８４処分コード、３８５
初回支払日、３８６所得税更正通知日、３８７除外延滞金減免、３８８除外換価猶予、３８
９除外繰上徴収、３９０除外交付要求、３９１除外差押、３９２除外参加差押、３９３除外
時効完成、３９４除外時効中断、３９５除外執行停止、３９６除外徴収猶予、３９７除外督
促公示、３９８除外督促返戻、３９９除外納通公示、４００除外納通返戻、４０１除外納付
委託、４０２除外納付誓約、４０３除外不納欠損、４０４除外分割納付、４０５除外予備１、
４０６除外予備２、４０７除外予備３、４０８除外予備４、４０９除外予備５、４１０除算
期間開始日、４１１除算期間終了日、４１２消込エラーコード、４１３消込延滞金、４１４
消込延滞金フラグ、４１５消込回数フラグ、４１６消込括束番号フラグ、４１７消込括束連
番フラグ、４１８消込金額、４１９消込金額フラグ、４２０消込子番、４２１消込消込退職
税額フラグ、４２２消込申告加算金、４２３消込申告加算金フラグ、４２４消込退職税額、
４２５消込退職税額フラグ、４２６消込調書番号フラグ、４２７消込督促手数料、４２８消
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込督促手数料フラグ、４２９消込報奨金、４３０消込報奨金フラグ、４３１消込本税額、４
３２消込本税額フラグ、４３３消失認定日、４３４証券種類コード、４３５証券番号、４３
６状態区分、４３７状態更新日、４３８振替宛名番号、４３９振替課税年度、４４０振替期
別、４４１振替金額、４４２振替事業年度開始日、４４３振替処理日、４４４振替消込子番、
４４５振替申告区分、４４６振替申告連番、４４７振替税目コード、４４８振替調定年度、
４４９振替通知書番号、４５０振替不能通知書作成済区分、４５１振替予定日、４５２振替
理由コード、４５３振分子番、４５４新年度、４５５申告加算金仮消込額、４５６申告加算
金過誤納額、４５７申告加算金過誤納処理中額、４５８申告加算金種類、４５９申告加算金
収入額、４６０申告加算金収入件数、４６１申告加算金調定額、４６２申告加算金未納額、
４６３申告基準日、４６４申告基礎区分、４６５申告基礎年月日、４６６申告区分、４６７
申告区分フラグ、４６８申告年月日、４６９申告連番、４７０申告連番フラグ、４７１数値
１、４７２数値２、４７３数値３、４７４税額異動エラー事由、４７５税額異動レコード区
分、４７６税額異動作成区分、４７７税額異動抽出区分、４７８税保コード、４７９税目コ
ード、４８０税目コードフラグ、４８１前回更新アクセスコード、４８２前回更新プログラ
ムＩＤ、４８３前回更新時刻、４８４前回更新職員番号、４８５前回更新端末ＩＤ、４８６
前回更新年月日、４８７前納分確認番号、４８８前納分納付番号、４８９前納報奨金、４９
０前納報奨金予備、４９１送付先氏名、４９２送付先住所、４９３送付先方書、４９４送付
先郵便番号、４９５増減収入額、４９６増減収入額内訳１、４９７増減収入額内訳２、４９
８増減調定額、４９９増減調定額内訳１、５００増減調定額内訳２、５０１滞繰調定本税、
５０２滞繰年度繰越日、５０３滞繰年度末日、５０４退職市区町村民税差額、５０５退職人
員数、５０６退職調定入力フラグ、５０７退職通知書発付日、５０８退職都道府県民税差額、
５０９退職納入申告日、５１０担当区コード、５１１抽出済フラグ、５１２抽出年月日、５
１３調査記事、５１４調査記事通番、５１５調査年月日、５１６調査票出力年月日、５１７
調書番号、５１８調定異動予定有無、５１９調定子番、５２０調定年月、５２１調定年度、
５２２調定年度フラグ、５２３調定履歴有無フラグ、５２４通知時還付方法、５２５通知書
作成日、５２６通知書種類、５２７通知書発行日、５２８通知書番号、５２９通知書番号フ
ラグ、５３０低率終了日、５３１店舗コード、５３２登録時刻、５３３登録日、５３４登録
年月日、５３５都計現年按分率、５３６都計滞繰按分率、５３７都市計画税区分、５３８特
徴事業所宛名番号、５３９特土徴収区分、５４０督手分納額、５４１督促確認番号、５４２
督促公示日、５４３督促取消日、５４４督促手数料仮消込額、５４５督促手数料過誤納額、
５４６督促手数料過誤納処理中額、５４７督促手数料収入額、５４８督促手数料収入件数、
５４９督促手数料調定額、５５０督促手数料通知額、５５１督促手数料納付額、５５２督促
手数料未納額、５５３督促状停止理由コード、５５４督促状発行日、５５５督促停止区分、
５５６督促納期、５５７督促納付番号、５５８内訳調定額１、５５９内訳調定額２、５６０
内訳調定額３、５６１内訳調定額４、５６２内訳調定額５、５６３内訳調定額６、５６４入
金データ種別、５６５年金保険者コード、５６６年金保険者コードフラグ、５６７年調定額、
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５６８年度、５６９納期限、５７０納期特例区分、５７１納税通知書発付日、５７２納付額、
５７３納付額１、５７４納付額２、５７５納付額３、５７６納付額４、５７７納付額５、５
７８納付額６、５７９納付額７、５８０納付額８、５８１納付額９、５８２納付額１０、５
８３納付額１１、５８４納付額１２、５８５納付区分、５８６納付区分フラグ、５８７納付
時年金保険者コード、５８８納付書種類、５８９納付書種類フラグ、５９０納付書番号フラ
グ、５９１納付情報摘要フラグ、５９２納付番号、５９３納付予定日、５９４農地変更日、
５９５廃車年月日、５９６排他フラグ、５９７媒体作成区分、５９８発生元過誤納状態区分、
５９９発生元収入日、６００発生元領収日、６０１発生収入延滞金分、６０２発生収入申告
加算金分、６０３発生収入督促手数料分、６０４発生収入本税分、６０５発生調定延滞金分、
６０６発生調定申告加算金分、６０７発生調定督促手数料分、６０８発生調定本税分、６０
９番号区分、６１０備考、６１１標識、６１２不納欠損区分、６１３不納欠損事由コード、
６１４不納欠損処理日、６１５不納欠損本税、６１６賦課決定日、６１７賦課時年金保険者
コード、６１８分納回数、６１９分納区分、６２０分納子番、６２１分納有無フラグ、６２
２文書確定フラグ、６２３文書作成日、６２４文書種類、６２５文書発行日、６２６変更締
切日、６２７変更納期限、６２８返還確定日、６２９返還金管理番号、６３０返還金内訳額、
６３１返還指定額、６３２返還時期別収入額、６３３返還時期別調定額、６３４返還時内訳
異動額、６３５返還時内訳消込額、６３６返戻年月日、６３７返戻理由コード、６３８報奨
金収入額、６３９報奨金収入件数、６４０法人番号、６４１法定納期限、６４２法定納期限
等、６４３本税仮消込額、６４４本税過誤納額、６４５本税過誤納処理中額、６４６本税収
入額、６４７本税収入件数、６４８本税調定額、６４９本税通知額、６５０本税納付額、６
５１本税分納額、６５２本税未納額、６５３未処理延滞金分、６５４未処理還付加算金分、
６５５未処理金額、６５６未処理申告加算金分、６５７未処理督促手数料分、６５８未処理
本税分、６５９免除認定日、６６０予備１、６６１予備２、６６２予備３、６６３予備４、
６６４予備５、６６５利息計算開始日、６６６利息計算終了日、６６７利息計算対象額、６
６８利息 
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/00
6/008/001/004/p079936.html

別紙のとおり

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

滞納者

本人、本人の財産を占有する第三者、本人に対し債権・債務あ
る者、本人から財産を取得した者、本人が株主又は出資者であ
る法人
具体的には、税務署・県税事務所・市町村、法務局や年金事務
所等の官公庁、金融機関や生命保険会社、証券会社、本人の勤
務先や取引先、賃貸借人、抵当権者、電力事業者、ガス事業
者、水道事業者、電話会社等

含まない

―

個人情報ファイル簿（単票）

滞納整理ファイル

さいたま市長

財政局税務部収納対策課

未納者に対する督促状・催告書発送、収納事務（消込）、口座
振替事務、過誤納金の還付充当事務（請求に応じ、証明書を交
付することを含む。）のために利用する。

https://www.city.saitama.lg.jp/00
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訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当する
ファイルの有無

有

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨
行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地
行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

個人情報ファイルの種別

関連する個人情報取扱事務の情報：収納対策課（事務番号958
「滞納整理事務」）

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―

―

―

法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

―
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別紙 記録項目 
 
１オーバーレイＩＤ、２コード、３コードＩＤ、４タイトル名称、５フォームＩＤ、６マン
ション−一棟−建物の番号、７マンション−一棟−所在、８マンション−課税標準額−固定、
９マンション−課税標準額−都計、１０マンション−市外住所コード、１１マンション−市
内市外区分、１２マンション−住所自治体コード、１３マンション−住所町名コード、１４
マンション−専有−屋根コード、１５マンション−専有−家屋番号、１６マンション−専有
−階、１７マンション−専有−階層、１８マンション−専有−各床面積、１９マンション−
専有−建物の番号、２０マンション−専有−構造コード、２１マンション−専有−持分−分
子、２２マンション−専有−持分−分母、２３マンション−専有−種類コード、２４マンシ
ョン−築年月、２５マンション−登記氏名漢字、２６マンション−登記住所漢字、２７マン
ション−登記年月日、２８マンション−登記方書漢字、２９マンション−備考、３０マンシ
ョン−評価額、３１マンション−不動産番号、３２マンション−敷地権−割合−分子、３３
マンション−敷地権−割合−分母、３４マンション−敷地権−種類コード、３５マンション
−敷地権−所在及び地番、３６マンション−敷地権−地積、３７マンション−敷地権−地目
コード、３８マンション−敷地権−土地の符号、３９メールアドレス１、４０メールアドレ
ス２、４１宛名番号、４２依頼年月日、４３異動禁止フラグ、４４異動事由コード、４５異
動年月日、４６延滞金計算日、４７延滞金減免−延滞金減免額、４８延滞金減免−延滞金処
分額、４９延滞金減免−開始年月日、５０延滞金減免−基準年月日、５１延滞金減免−決裁
年月日、５２延滞金減免−決定職員番号、５３延滞金減免−決定入力年月日、５４延滞金減
免件数、５５延滞金減免−減免率、５６延滞金減免−公示年月日、５７延滞金減免−事由コ
ード、５８延滞金減免−取消起案年月日、５９延滞金減免−取消公示年月日、６０延滞金減
免−取消事由コード、６１延滞金減免−取消所見、６２延滞金減免−取消職員番号、６３延
滞金減免−取消通知年月日、６４延滞金減免−取消入力年月日、６５延滞金減免−取消年月
日、６６延滞金減免−取消配達方法コード、６７延滞金減免−終了年月日、６８延滞金減免
−所見、６９延滞金減免−申請年月日、７０延滞金減免−通知年月日、７１延滞金減免−配
達方法コード、７２延滞金減免−備考、７３延滞金減免−予定職員番号、７４延滞金減免−
予定入力年月日、７５延滞金処分額、７６延滞金分納額、７７加算金処分額、７８加算金分
納額、７９家屋−一棟屋根コード、８０家屋−一棟階、８１家屋−一棟階層−地下、８２家
屋−一棟階層−地上、８３家屋−一棟各床面積、８４家屋−一棟構造コード、８５家屋−家
屋番号、８６家屋−課税屋根コード、８７家屋−課税階、８８家屋−課税階層−地下、８９
家屋−課税階層−地上、９０家屋−課税各床面積、９１家屋−課税構造コード、９２家屋−
課税種類コード、９３家屋−課税標準額−固定、９４家屋−課税標準額−都計、９５家屋−
建物の番号、９６家屋−権利異動事由コード、９７家屋−権利異動年月日、９８家屋−市外
住所コード、９９家屋−市内市外区分、１００家屋−持分−分子、１０１家屋−持分−分母、
１０２家屋−住所自治体コード、１０３家屋−住所町名コード、１０４家屋−所在、１０５
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家屋−築年月、１０６家屋−登記宛名番号、１０７家屋−登記屋根コード、１０８家屋−登
記階、１０９家屋−登記階層−地下、１１０家屋−登記階層−地上、１１１家屋−登記階地
下、１１２家屋−登記各床面積、１１３家屋−登記各床面積地下、１１４家屋−登記構造コ
ード、１１５家屋−登記氏名漢字、１１６家屋−登記種類コード、１１７家屋−登記住所漢
字、１１８家屋−登記年月日、１１９家屋−登記方書漢字、１２０家屋−特例コード、１２
１家屋−特例床面積、１２２家屋−非課税コード、１２３家屋−非課税床面積、１２４家屋
−備考、１２５家屋−表示異動事由コード、１２６家屋−表示異動年月日、１２７家屋−評
価額、１２８家屋−不動産番号、１２９課税年度、１３０解除事由コード、１３１解除年月
日、１３２解除番号、１３３回数、１３４回答年月日、１３５開札開始時刻、１３６開札終
了時刻、１３７開札年月日、１３８確認済フラグ、１３９換価猶予−開始年月日、１４０換
価猶予−期間区分コード、１４１換価猶予−起案年月日、１４２換価猶予−決裁年月日、１
４３換価猶予−決定職員番号、１４４換価猶予−決定入力年月日、１４５換価猶予件数、１
４６換価猶予−減免率、１４７換価猶予−公示年月日、１４８換価猶予−事由コード、１４
９換価猶予−取消起案年月日、１５０換価猶予−取消公示年月日、１５１換価猶予−取消事
由コード、１５２換価猶予−取消所見、１５３換価猶予−取消職員番号、１５４換価猶予−
取消通知年月日、１５５換価猶予−取消入力年月日、１５６換価猶予−取消年月日、１５７
換価猶予−取消配達方法コード、１５８換価猶予−終了年月日、１５９換価猶予−所見、１
６０換価猶予−担保種類コード、１６１換価猶予−担保提供年月日、１６２換価猶予−担保
提供有無、１６３換価猶予−通知年月日、１６４換価猶予−配達方法コード、１６５換価猶
予−備考、１６６換価猶予−予定職員番号、１６７換価猶予−予定入力年月日、１６８管理
番号、１６９関連事由コード、１７０期別、１７１期別順番、１７２記事コード、１７３記
事時刻、１７４記事内容、１７５記事年月日、１７６記事連番、１７７起案年月日、１７８
給与−その他、１７９給与−依頼日、１８０給与−回答日、１８１給与−基本給、１８２給
与−給与支払日、１８３給与−金融機関コード、１８４給与−月分、１８５給与−見出し、
１８６給与−源泉所得税、１８７給与−口座種別コード、１８８給与−口座番号、１８９給
与−差押可件数、１９０給与−支払方法コード、１９１給与−社会保険料、１９２給与−住
民税、１９３給与−諸手当、１９４給与−賞与支払月１、１９５給与−賞与支払月２、１９
６給与−賞与等１、１９７給与−賞与等２、１９８給与−退職年月日、１９９給与−第三債
務者、２００給与−超勤手当、２０１給与−店舗コード、２０２給与−届出住所漢字、２０
３給与−届出電話番号、２０４給与−届出方書漢字、２０５給与−被扶養者人数、２０６給
与−備考、２０７給与−扶養手当、２０８勤務先、２０９勤務先郵便番号、２１０区特記事
項、２１１繰上徴収−起案年月日、２１２繰上徴収−決裁年月日、２１３繰上徴収−決定職
員番号、２１４繰上徴収−決定入力年月日、２１５繰上徴収件数、２１６繰上徴収−公示年
月日、２１７繰上徴収−事由コード、２１８繰上徴収−取消起案年月日、２１９繰上徴収−
取消公示年月日、２２０繰上徴収−取消事由コード、２２１繰上徴収−取消職員番号、２２
２繰上徴収−取消通知年月日、２２３繰上徴収−取消入力年月日、２２４繰上徴収−取消年
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月日、２２５繰上徴収−取消配達方法コード、２２６繰上徴収−通知年月日、２２７繰上徴
収−納付場所コード、２２８繰上徴収−配達方法コード、２２９繰上徴収−備考、２３０繰
上徴収−変更納期限、２３１繰上徴収−予定職員番号、２３２繰上徴収−予定入力年月日、
２３３敬称有無フラグ、２３４計算−券面額、２３５決済年月日、２３６決定公告年月日、
２３７決定公告番号、２３８決定通知年月日、２３９決定通知番号、２４０券面額、２４１
権利者氏名カナ、２４２権利者氏名漢字、２４３権利者住所漢字、２４４権利者番号、２４
５権利者方書漢字、２４６見積価額、２４７現年−その他、２４８現年−たばこ、２４９現
年−延滞金、２５０現年−介護保険料、２５１現年−軽自、２５２現年−固定、２５３現年
−固定償、２５４現年−鉱産、２５５現年−合計、２５６現年−国税、２５７現年−国税年、
２５８現年−国料、２５９現年−国料年、２６０現年−市県退、２６１現年−市県特、２６
２現年−市県年、２６３現年−市県普、２６４現年−事業所、２６５現年−特土地、２６６
現年−入湯、２６７現年−法人、２６８戸籍連番、２６９交渉コード、２７０交渉時刻、２
７１交渉年月日、２７２交付要求−解除起案年月日、２７３交付要求−解除決裁年月日、２
７４交付要求−解除公示年月日、２７５交付要求−解除事由コード、２７６交付要求−解除
職員番号、２７７交付要求−解除通知年月日、２７８交付要求−解除登録年月日、２７９交
付要求−解除入力年月日、２８０交付要求−解除配達方法コード、２８１交付要求−管轄裁
判所コード、２８２交付要求−起案年月日、２８３交付要求−業種コード、２８４交付要求
−決裁年月日、２８５交付要求−決定職員番号、２８６交付要求−決定入力年月日、２８７
交付要求件数、２８８交付要求−公示年月日、２８９交付要求−財産種類コード、２９０交
付要求−施行年月日、２９１交付要求−事件番号−記号、２９２交付要求−事件番号−年度、
２９３交付要求−事件番号−連番、２９４交付要求−執行機関コード、２９５交付要求−執
行機関差押日、２９６交付要求−種類コード、２９７交付要求−申立人氏名漢字、２９８交
付要求−申立人住所漢字、２９９交付要求−申立人電話番号、３００交付要求−申立人方書
漢字、３０１交付要求−申立人郵便番号、３０２交付要求−担当書記官、３０３交付要求−
通知年月日、３０４交付要求−破産手続開始日、３０５交付要求−配達方法コード、３０６
交付要求−配当期日、３０７交付要求−配当金額、３０８交付要求−配当時刻、３０９交付
要求−配当順位、３１０交付要求−配当職員番号、３１１交付要求−配当請求日、３１２交
付要求−配当通知日、３１３交付要求−配当入力年月日、３１４交付要求−備考、３１５交
付要求−包括的禁止命令至、３１６交付要求−包括的禁止命令自、３１７交付要求−法務局
受付日、３１８交付要求−法務局受付番号、３１９交付要求−予定職員番号、３２０交付要
求−予定入力年月日、３２１交付要求−様式、３２２公売公告年月日、３２３公売公告番号、
３２４公売事由コード、３２５公売取消年月日、３２６公売場所、３２７公売場所コード、
３２８公売中止フラグ、３２９公売通知年月日、３３０公売通知番号、３３１公売保証金、
３３２公売方法、３３３公売連番、３３４更新アクセスコード、３３５更新プログラムＩＤ、
３３６更新時刻、３３７更新職員番号、３３８更新端末ＩＤ、３３９更新年月日、３４０合
計−合計、３４１差押可否、３４２差押−解除起案年月日、３４３差押−解除決裁年月日、
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３４４差押−解除公示年月日、３４５差押−解除事由コード、３４６差押−解除職員番号、
３４７差押−解除通知年月日、３４８差押−解除登録年月日、３４９差押−解除入力年月日、
３５０差押−解除配達方法コード、３５１差押−解除番号、３５２差押−起案年月日、３５
３差押−業種コード、３５４差押−決裁年月日、３５５差押−決定職員番号、３５６差押−
決定入力年月日、３５７差押件数、３５８差押−公示年月日、３５９差押−公売決定通知日、
３６０差押−公売広告年月日、３６１差押−公売職員番号、３６２差押−公売代金、３６３
差押−公売入力年月日、３６４差押−公売年月日、３６５差押−公売予告年月日、３６６差
押−財産種類コード、３６７差押−施行年月日、３６８差押−事件番号−記号、３６９差押
−事件番号−年度、３７０差押−事件番号−連番、３７１差押−執行機関コード、３７２差
押−執行機関差押日、３７３差押−執行裁判所コード、３７４差押−通知年月日、３７５差
押−登録機関コード、３７６差押−登録番号、３７７差押−配達方法コード、３７８差押−
配当金額、３７９差押−備考、３８０差押−予定職員番号、３８１差押−予定入力年月日、
３８２差押−様式、３８３債権−依頼日、３８４債権−回答日、３８５債権額、３８６債権
−見出し、３８７債権−差押可件数、３８８債権−送付先、３８９債権−第三債務者、３９
０債権−調査内容、３９１債権−備考、３９２債権−履行期限、３９３催告停止期限、３９
４催告停止事由コード、３９５催告停止日、３９６最高価決定年月日、３９７最高価申込価
額、３９８最高価申込者氏名、３９９最高価申込者住所、４００最高価申込者方書、４０１
最高価申込者郵便番号、４０２最終記事連番、４０３最終催告期限、４０４最終催告種別コ
ード、４０５最終催告年月日、４０６最終折衝日、４０７最終納付金額、４０８最終納付年
月日、４０９最大公売連番、４１０財産の表示、４１１財産種類コード、４１２財産番号、
４１３参加差押件数、４１４市特記事項、４１５市内市外区分、４１６指定期限有無フラグ、
４１７指定期日、４１８支払期日、４１９支払場所、４２０支払人、４２１事業年度開始日、
４２２事業年度終了日、４２３事件番号−記号、４２４事件番号−執行機関コード、４２５
事件番号−年度、４２６事件番号−発行日、４２７事件番号−備考、４２８事件番号−連番、
４２９時効中断−開始年月日、４３０時効中断−決定職員番号、４３１時効中断−決定入力
年月日、４３２時効中断−決定年月日、４３３時効中断件数、４３４時効中断−債務の承認
日、４３５時効中断−取消事由コード、４３６時効中断−取消職員番号、４３７時効中断−
取消入力年月日、４３８時効中断−取消年月日、４３９時効中断−終了年月日、４４０時効
中断−中断事由コード、４４１時効中断−中断停止区分コード、４４２時効中断−停止事由
コード、４４３時効中断−備考、４４４時効予定日、４４５次順位決定年月日、４４６次順
位申込価額、４４７次順位申込者氏名、４４８次順位申込者住所、４４９次順位申込者方書、
４５０次順位申込者郵便番号、４５１自治体コード、４５２自動更新禁止フラグ、４５３自
動作成フラグ、４５４執行権有無、４５５執行停止−起案年月日、４５６執行停止−決裁年
月日、４５７執行停止−決定職員番号、４５８執行停止−決定入力年月日、４５９執行停止
−公示年月日、４６０執行停止−事由コード、４６１執行停止−取消起案年月日、４６２執
行停止−取消公示年月日、４６３執行停止−取消事由コード、４６４執行停止−取消職員番
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号、４６５執行停止−取消調査顛末、４６６執行停止−取消通知年月日、４６７執行停止−
取消入力年月日、４６８執行停止−取消年月日、４６９執行停止−取消配達方法コード、４
７０執行停止−種類コード、４７１執行停止−詳細事由コード、４７２執行停止−調査顛末、
４７３執行停止−通知年月日、４７４執行停止−配達方法コード、４７５執行停止−備考、
４７６執行停止−予定職員番号、４７７執行停止−予定入力年月日、４７８実態調査−依頼
日、４７９実態調査−回答日、４８０実態調査−判明区分、４８１取扱窓口、４８２取消事
由コード、４８３取消年月日、４８４首長名有無フラグ、４８５受入年月日、４８６受付年
月日、４８７受付番号、４８８住所コード、４８９処分コード、４９０処分停止件数、４９
１処分連番、４９２所得金額、４９３所得金額対象年、４９４証券種類コード、４９５証券
状態、４９６証券番号、４９７詳細記事連番、４９８詳細財産種類コード、４９９詳細有無
フラグ、５００状態コード、５０１職業コード、５０２振出人氏名漢字、５０３振出人住所
漢字、５０４振出年月日、５０５申告区分、５０６申告連番、５０７世帯番号、５０８生活
保護開始日、５０９生活保護終了日、５１０生活保護有無、５１１生保−依頼日、５１２生
保−回答日、５１３生保−差押可件数、５１４税保コード、５１５税目コード、５１６税目
等、５１７折衝相手コード、５１８折衝相手−その他、５１９前回更新アクセスコード、５
２０前回更新プログラムＩＤ、５２１前回更新時刻、５２２前回更新職員番号、５２３前回
更新端末ＩＤ、５２４前回更新年月日、５２５組戻事由コード、５２６組戻年月日、５２７
滞繰−その他、５２８滞繰−たばこ、５２９滞繰−延滞金、５３０滞繰−介護保険料、５３
１滞繰−軽自、５３２滞繰−固定、５３３滞繰−固定償、５３４滞繰−鉱産、５３５滞繰−
合計、５３６滞繰−国税、５３７滞繰−国税年、５３８滞繰−国料、５３９滞繰−国料年、
５４０滞繰−市県退、５４１滞繰−市県特、５４２滞繰−市県年、５４３滞繰−市県普、５
４４滞繰−事業所、５４５滞繰−特土地、５４６滞繰−入湯、５４７滞繰−法人、５４８滞
納区分コード、５４９滞納理由コード、５５０滞納理由補足、５５１代金取立明細日、５５
２代金納付期限、５５３代金納付時刻、５５４担当コード、５５５担当区分、５５６担保権
設定年月日、５５７地区コード、５５８地区名、５５９貯金−記号番号、５６０貯金−見出
し、５６１貯金−現在日、５６２貯金−残高、５６３貯金−貸付金額−当初、５６４貯金−
貸付残高、５６５貯金−貸付年月日、５６６貯金−第三債務者、５６７貯金−貯金種類コー
ド、５６８貯金−備考、５６９貯金−満期年月日、５７０貯金−名義人、５７１貯金−預入
年月日、５７２徴収猶予−開始年月日、５７３徴収猶予−期間区分コード、５７４徴収猶予
−決裁年月日、５７５徴収猶予−決定職員番号、５７６徴収猶予−決定入力年月日、５７７
徴収猶予件数、５７８徴収猶予−減免率、５７９徴収猶予−公示年月日、５８０徴収猶予−
事由コード、５８１徴収猶予−取消起案年月日、５８２徴収猶予−取消公示年月日、５８３
徴収猶予−取消事由コード、５８４徴収猶予−取消所見、５８５徴収猶予−取消職員番号、
５８６徴収猶予−取消通知年月日、５８７徴収猶予−取消入力年月日、５８８徴収猶予−取
消年月日、５８９徴収猶予−取消配達方法コード、５９０徴収猶予−終了年月日、５９１徴
収猶予−所見、５９２徴収猶予−申請年月日、５９３徴収猶予−担保種類コード、５９４徴
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収猶予−担保提供年月日、５９５徴収猶予−担保提供有無、５９６徴収猶予−通知年月日、
５９７徴収猶予−配達方法コード、５９８徴収猶予−備考、５９９徴収猶予−予定職員番号、
６００徴収猶予−予定入力年月日、６０１調査年月日、６０２調書番号、６０３調定年度、
６０４通知書番号、６０５電話−依頼日、６０６電話加入権−局番、６０７電話加入権−契
約者宛名番号、６０８電話加入権−契約者氏名漢字、６０９電話加入権−契約者住所漢字、
６１０電話加入権−契約者方書漢字、６１１電話加入権−契約年月日、６１２電話加入権−
市外局番、６１３電話加入権−電話機の設置場所、６１４電話加入権−電話種類コード、６
１５電話加入権−電話番号、６１６電話加入権−備考、６１７電話加入権−別住所フラグ、
６１８電話加入権−別姓フラグ、６１９電話−回答日、６２０電話−差押可件数、６２１電
話催告フラグ、６２２電話番号、６２３登録事由コード、６２４登録年月日、６２５土地−
課税地積、６２６土地−課税地目コード、６２７土地−課税標準額−固定、６２８土地−課
税標準額−都計、６２９土地−権利異動事由コード、６３０土地−権利異動年月日、６３１
土地−市外住所コード、６３２土地−市内市外区分、６３３土地−持分−分子、６３４土地
−持分−分母、６３５土地−住所自治体コード、６３６土地−住所町名コード、６３７土地
−所在、６３８土地−地番、６３９土地−登記宛名番号、６４０土地−登記氏名漢字、６４
１土地−登記住所漢字、６４２土地−登記地積、６４３土地−登記地目コード、６４４土地
−登記年月日、６４５土地−登記方書漢字、６４６土地−特例コード、６４７土地−特例地
積、６４８土地−非課税コード、６４９土地−非課税地積、６５０土地−備考、６５１土地
−表示異動事由コード、６５２土地−表示異動年月日、６５３土地−評価額、６５４土地−
不動産番号、６５５動産−見出し、６５６動産−自動車フラグ、６５７動産−捜索開始時刻、
６５８動産−捜索終了時刻、６５９動産−捜索場所、６６０動産−捜索年月日、６６１動産
−調査内容、６６２動産−備考、６６３特土徴収区分、６６４督手処分額、６６５督手分納
額、６６６入金予定額、６６７入札開始時刻、６６８入札開始年月日、６６９入札終了時刻、
６７０入札終了年月日、６７１年金−その他、６７２年金−金融機関コード、６７３年金−
月分、６７４年金−見出し、６７５年金−源泉所得税、６７６年金−口座種別コード、６７
７年金−口座番号、６７８年金−支給額、６７９年金−支払方法コード、６８０年金−社会
保険料、６８１年金−住民税、６８２年金−退職年月日、６８３年金−第三債務者、６８４
年金−店舗コード、６８５年金−届出住所漢字、６８６年金−届出電話番号、６８７年金−
届出方書漢字、６８８年金−年金支給日、６８９年金−被扶養者人数、６９０年金−備考、
６９１納期限、６９２納付委託−延滞金基準日１、６９３納付委託−延滞金基準日２、６９
４納付委託−延滞金計算方法コード、６９５納付委託−延滞金減免率、６９６納付委託−延
滞金定額指定、６９７納付委託−延滞金有無、６９８納付委託−加算金有無、６９９納付委
託−決定回数、７００納付委託−決定職員番号、７０１納付委託−決定入力年月日、７０２
納付委託件数、７０３納付委託−取消事由コード、７０４納付委託−取消職員番号、７０５
納付委託−取消入力年月日、７０６納付委託−取消年月日、７０７納付委託−受付年月日、
７０８納付委託−証券枚数、７０９納付委託−振分順コード、７１０納付委託−督手有無、
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７１１納付委託−備考、７１２納付委託−分割方法コード、７１３破産事件フラグ、７１４
排他フラグ、７１５買受区分、７１６売却決定時刻、７１７売却決定場所、７１８売却決定
場所コード、７１９売却決定年月日、７２０売却連番、７２１判明事由コード、７２２備考、
７２３筆頭者、７２４標識番号、７２５不渡年月日、７２６不動産−依頼日、７２７不動産
−回答日、７２８不動産−差押可件数、７２９不服文言、７３０不服文言市区区分、７３１
不服文言帳票区分、７３２付箋、７３３分割納付−延滞金基準日１、７３４分割納付−延滞
金基準日２、７３５分割納付−延滞金計算方法コード、７３６分割納付−延滞金減免率、７
３７分割納付−延滞金定額指定、７３８分割納付−延滞金有無、７３９分割納付−加算金有
無、７４０分割納付−開始年月日、７４１分割納付−隔月指定コード、７４２分割納付−割
増月１、７４３分割納付−割増月２、７４４分割納付−割増月の納付額、７４５分割納付−
計算方法コード、７４６分割納付件数、７４７分割納付−支払方法コード、７４８分割納付
−取消事由コード、７４９分割納付−取消職員番号、７５０分割納付−取消入力日、７５１
分割納付−取消年月日、７５２分割納付−受付年月日、７５３分割納付−初回の納付額、７
５４分割納付−振分順コード、７５５分割納付−端数処理方法コード、７５６分割納付−督
手有無、７５７分割納付−入力職員番号、７５８分割納付−入力年月日、７５９分割納付−
備考、７６０分割納付−分割方法コード、７６１分割納付−分納回数、７６２分割納付−分
納誓約有無、７６３分割納付−分納明細数、７６４分割納付−訪問徴収フラグ、７６５分割
納付−毎月の納付額、７６６分割納付−明細−開始年月日、７６７分割納付−明細−終了年
月日、７６８分納用フラグ、７６９分類コード、７７０文章、７７１変更納期限、７７２返
却年月日、７７３返戻事由コード、７７４返戻年月日、７７５保険−一時払い、７７６保険
−金融機関コード、７７７保険−契約者氏名漢字、７７８保険−契約者住所漢字、７７９保
険−契約者電話番号、７８０保険−契約者方書漢字、７８１保険−契約状況、７８２保険−
契約年月日、７８３保険−月額保険料、７８４保険−見出し、７８５保険−現在日、７８６
保険−口座種別コード、７８７保険−口座番号、７８８保険−口座名義人、７８９保険−支
払年月日、７９０保険−死亡受取人氏名、７９１保険−失効年月日、７９２保険−証券番号、
７９３保険−振替有無、７９４保険−送付先、７９５保険−貸付残高、７９６保険−貸付内
訳、７９７保険−第三債務者、７９８保険−担当者電話番号、７９９保険−店舗コード、８
００保険−配当金、８０１保険−被保険者氏名漢字、８０２保険−被保険者住所漢字、８０
３保険−備考、８０４保険−払込終了年月、８０５保険−払込状況、８０６保険−返戻金、
８０７保険−保険の種類、８０８保険−保険金額、８０９保険−満期受取金額、８１０保険
−満期受取人氏名、８１１保険−満期年月日、８１２保険−問い合せ先、８１３法定納期限、
８１４法定納期限等、８１５訪問予定時刻、８１６訪問予定日、８１７訪問予定年月日、８
１８本税処分額、８１９本税分納額、８２０本籍地、８２１本庁移管フラグ、８２２本庁移
管開始日、８２３本庁移管終了日、８２４優先区分、８２５郵貯−依頼日、８２６郵貯−回
答日、８２７郵貯−差押可件数、８２８郵便番号、８２９予定コード、８３０予定時刻、８
３１予定内容、８３２予定年月日、８３３預金−依頼日、８３４預金−回答日、８３５預金
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−金融機関コード、８３６預金−契約年月日、８３７預金−見出し、８３８預金−現在日、
８３９預金−口座種別コード、８４０預金−口座番号、８４１預金−口座名義人、８４２預
金−口数、８４３預金−差押可件数、８４４預金−最終取引年月日、８４５預金−残高、８
４６預金−種類名義、８４７預金−出資金額、８４８預金−組合員番号、８４９預金−貸付
形式コード、８５０預金−貸付残高、８５１預金−担保種類コード、８５２預金−店舗コー
ド、８５３預金−備考、８５４預金−保護現在日、８５５預金−本店コード、８５６預金−
満期年月日、８５７利害関係区分コード、８５８履行期限、８５９臨戸分納区分、８６０連
番、８６１連絡先ＦＡＸ、８６２連絡先種別コード、８６３連絡先住所漢字、８６４連絡先
電話番号、８６５連絡先内線番号、８６６連絡先方書漢字、８６７連絡先名称カナ、８６８
連絡先名称漢字、８６９連絡先郵便番号、８７０連絡先連番、８７１個人番号、８７２法人
番号、８７３宛名世帯番号−ＣＨ、８７４宛名住民番号−ＣＨ、８７５宛名個人法人区分−
ＣＨ、８７６宛名個人法人詳細区分−ＣＨ、８７７宛名通称名優先区分−ＣＨ、８７８宛名
カナ氏名−ＮＣ、８７９宛名カナ通称名−ＮＣ、８８０宛名漢字氏名−ＮＣ、８８１宛名漢
字通称名−ＮＣ、８８２宛名生年月日−ＣＨ、８８３宛名性別−ＣＨ、８８４宛名続柄１−
ＣＨ、８８５宛名続柄２−ＣＨ、８８６宛名続柄３−ＣＨ、８８７宛名続柄４−ＣＨ、８８
８宛名市内市外区分−ＣＨ、８８９宛名市外住所コード−ＣＨ、８９０宛名住所自治体コー
ド−ＣＨ、８９１宛名住所町名コード−ＣＨ、８９２宛名住所番地コード−ＮＣ、８９３宛
名住所枝番コード−ＮＣ、８９４宛名住所小枝番コード−ＮＣ、８９５宛名住所枝番３コー
ド−ＮＣ、８９６宛名住所番地編集区分−ＣＨ、８９７宛名住所−ＮＣ、８９８宛名方書−
ＮＣ、８９９宛名郵便番号−ＣＨ、９００宛名電話番号−ＣＨ、９０１関連相手先宛名番号
−ＣＨ、９０２関連最新宛名番号−ＣＨ、９０３関連事由コード−ＣＨ、９０４送付先区分
−ＣＨ、９０５送付先個人法人区分−ＣＨ、９０６送付先カナ氏名−ＮＣ、９０７送付先検
索カナ氏名−ＮＣ、９０８送付先カナ支店名−ＮＣ、９０９送付先漢字氏名−ＮＣ、９１０
送付先検索漢字氏名−ＮＣ、９１１送付先漢字支店名−ＮＣ、９１２送付先法人種別コード
−ＣＨ、９１３送付先法人種別位置区分−ＣＨ、９１４送付先市内市外区分−ＣＨ、９１５
送付先市外住所コード−ＣＨ、９１６送付先住所自治体コード−ＣＨ、９１７送付先住所町
名コード−ＣＨ、９１８送付先住所番地コード−ＮＣ、９１９送付先住所枝番コード−ＮＣ、
９２０送付先住所小枝番コード−ＮＣ、９２１送付先住所枝番３コード−ＮＣ、９２２送付
先住所番地編集区分−ＣＨ、９２３送付先住所−ＮＣ、９２４送付先方書−ＮＣ、９２５送
付先郵便番号−ＣＨ、９２６送付先電話番号区分−ＣＨ、９２７送付先電話番号−ＣＨ、９
２８送付先電話番号内線−ＣＨ、９２９送付先特宛人宛名番号−ＣＨ、９３０口座自治体コ
ード−ＣＨ、９３１口座税目コード−ＣＨ、９３２口座車両コード−ＣＨ、９３３口座口振
種別−ＣＨ、９３４口座履歴番号−ＣＨ、９３５口座納付種別−ＣＨ、９３６口座クレジッ
ト区分−ＣＨ、９３７口座金融機関コード−ＣＨ、９３８口座支店コード−ＣＨ、９３９口
座口座種別−ＣＨ、９４０口座番号−ＣＨ、９４１口座名義人カナ氏名−ＮＣ、９４２口座
名義人漢字氏名−ＮＣ、９４３口座本人区分−ＣＨ、９４４口座申込日−ＣＨ、９４５連絡
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先自治体コード−ＣＨ、９４６連絡先税目コード−ＣＨ、９４７連絡先連番−ＣＨ、９４８
連絡先最優先区分−ＣＨ、９４９連絡先区分−ＣＨ、９５０連絡先電話番号−ＣＨ、９５１
連絡先電話番号内線−ＣＨ、９５２連絡先ＦＡＸ番号−ＣＨ、９５３特記連番−ＣＨ、９５
４特記重要度区分−ＣＨ、９５５特記登録自治体コード−ＣＨ、９５６特記登録税目コード
−ＣＨ、９５７特記情報− 
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様式第４号（第５−４−(1)関係）

個人情報ファイルの名称

行政機関等の名称

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称

個人情報ファイルの利用目的

記録項目

記録範囲

記録情報の収集方法

個人情報ファイル簿（単票）

令和５年度 さいたま市『ふるさと応援』寄附実績簿

さいたま市長

財政局財政部財政課

さいたま市『ふるさと応援』寄附の支払事務や請求事務、寄
附者との連絡のために利用する。

１個人・団体、２市内・市外、３申込日、４申込月、５申込
経路、６委託対象の有無、７氏名・団体名、８フリガナ、９
団体代表者名、１０住所、１１電話番号、１２メールアドレ
ス、１３書類等送付先住所、１４書類等送付先氏名、１５送
付先氏名のフリガナ、１６送付先電話番号、１７寄附金額、
１８寄附の使途先①、１９寄附の使途先②、２０支払方法、
２１納付書送付日・銀行振込案内日、２２調定日、２３納付
日、２４納付月、２５納付確認、２６返礼品、２７返礼品の
備考、２８お礼状等の発送日、２９ワンストップ申請書の処
理状況、３０返礼品の品代、３１返礼品送料、３２返礼品経
費の支出日、３３返礼品発注日、３４返礼品時間指定、３５
配送完了日、３６返礼品配送事業者、３７送り状番号、３８
サイト利用料、３９サイト利用料支出日、４０決済手数料、
４１決済手数料支出日、４２委託事業者支払経費①、４３委
託事業者経費支払日、４４寄附者への書類送付経費①、４５
寄附者への書類送付経費②、４６書類送付経費支払日

令和５年度に寄附申込をした者

本人
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要配慮個人情報が含まれると
きは、その旨

記録情報の経常的提供先

（名 称） 各区役所情報公開コーナー

（所在地）
ホームページ参照
https://www.city.saitama.lg.jp/0
06/008/001/004/p079936.html

訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等

令第21条第7項に該当す
るファイルの有無

無

行政機関等匿名加工情報の提
案の募集をする個人情報ファ
イルである旨

行政機関等匿名加工情報の提
案を受ける組織の名称及び所
在地

行政機関等匿名加工情報の概
要
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案を受ける
組織の名称及び所在地
作成された行政機関等匿名加
工情報に関する提案をするこ
とができる期間
記録情報に条例要配慮個人情
報が含まれているときはその
旨

備   考

含まない

―

―

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地

個人情報ファイルの種別

関連する個人情報取扱事務の情報：全庁共通（事務番号５
「寄附の受入事務」）

該当

（名 称）さいたま市総務局総務部行政透明推進課
（所在地）〒330-9588 さいたま市浦和区常盤6−4−4

―

―

―

―

法第60条第2項第1号（電算処理ファイル）

https://www.city.saitama.lg.jp/0

